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1. 業務概要 

1.1  業務概要 

(1) 業務名 

水資源開発施設の有効利用等に関する調査一式 

 

(2) 履行期間 

自) 令和 2 年 12 月 15 日 

至) 令和 3 年 3 月 22 日 

 

(3) 受託者 

日本振興株式会社 東京支店 

〒101-0031 東京都千代田区 1 丁目 7-8 プライム東神田 5 階 

TEL 03-5835-1580 FAX 03-5838-1581 

 

1.2  業務目的 

これまで，水道は，年々増加する一般の需要を満たすため，精力的な施設整備により

拡張を続けてきた。現在では，水に対する国民の意識のさらなる高まりを背景にして，

安定給水に加え，安全でおいしい水の供給や災害時の水供給機能の向上，気候変動リス

クへの対応等が強く望まれているところである。一方で，老朽化施設の更新需要に着実

に対応する必要にも迫られており，各水道事業体は，給水人口や給水量の減少も視野に

入れて，今後，様々な施策を講じなければならない。 

水資源開発基本計画に関しては，国土審議会より「リスク管理型の水の安定供給に向

けた水資源開発基本計画のあり方について」(平成 29 年 5 月)の答申を受け，これまでの

「需要主導型」から「リスク管理型」へと抜本的な水資源政策の転換が提示された。答

申では，危機的な渇水等の危機時に備えて，被害を最小限に抑えるための事前対策，低

炭素社会に向けた取組の推進なども示されている。 

一方で，令和元年に決定された「既存ダムの洪水調節機能に向けた基本方針」におい

て，基準降水量以上の記録的豪雨時には，ダムの治水容量だけでなく，利水容量も活用

して事前放流を実施する取り組みが示されている。 

以上を踏まえて，今後の水資源の有効利用等を具体的に検討する際の資料とするた

め，令和元年度に発生した渇水の対応状況や全国の水資源開発施設の現状を整理すると

ともに，事例を用いてダムの利水容量と治水に求められる容量等について分析し，今後

の水源保有のあり方等について考察を行うことを目的とする。 
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1.3  業務内容 

1.3.1  令和元年度に発生した渇水の対応状況調査 

(1) 令和元年度に発生した渇水について，インターネットなどによる資料収集及び文献

調査などを実施し，渇水状況とその対応状況について整理する。 

(2) 上記(1)の調査を行うにあたり，都道府県等に渇水時の対応状況などについて聞き

取り調査を実施するために，調査票を作成する。なお，調査票の項目については，

以下の内容を満足するものとする。 

① 取水制限・給水制限状況 

② 渇水調整の状況 

③ 渇水による影響 

④ 上記に対する対応状況 

⑤ 渇水時の広報事例 

⑥ その他 

(3) 上記(2)で作成した調査票の送付については，厚生労働省が送付し，アンケート調

査を実施する。 

(4) 上記(3)以外に水道事業者等への聞き取り調査が必要な場合には，書面で調査内容

を提出し，聞き取り調査自体は厚生労働省が実施する。 

(5) 上記(1)～(4)の成果に基づき，令和元年度に発生した渇水の対応状況資料集を作成

するものとする。なお，取りまとめ様式については，厚生労働省と協議するものと

する。 

(6) 調査対象については，5 事例程度を調査する。 

 

1.3.2  水資源開発施設に関する現状等の分析 

厚生労働省が平成 22 年度に実施した全国の水資源開発水系以外を基本とする約 60 水

系における主要な約 90 水道事業者等が開発水量等を有する水資源開発施設の開発水量，

水利権量，実績水量といった基礎データ調査について，統計やホームページ等を参照

し，時点更新を行うとともに変化について考察する。 

また，全国のダム所在河川等から 8 事例程度を抽出し，ダムの利水容量と治水に求め

られる容量等について以下(1)～(4)のとおり整理し，考察する。 

(1) 対象事例におけるダムの開発水量と水利権量の差を水系・河川毎に整理する。 

(2) (1)で整理した開発水量と水利権量の差から相当するダム容量を算出し，河川整備計

画等に記載された不足する治水容量と比較を行う。 
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(3) 当該ダムに開発水量を有する水道事業者等について，今後の需給や渇水リスクを踏

まえた水源確保の考え方，施設整備に関する動向や水道ビジョンについて，インタ

ーネットや文献等を調査し，整理する。 

(4) (1)～(3)を踏まえ，容量振替を含む今後の水源保有のあり方について，考察を行

う。 

 

1.3.3  報告書の作成 

上記，1.3.1 及び 1.3.2 の結果を取りまとめ，報告書(概要版及び詳細版)を作成する。 
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2. 令和元年度に発生した渇水の対応状況調査 

2.1  調査対象 

令和元年度(始期が平成 30 年度以前のものを含む)に発生した渇水により断減水が生

じ，厚生労働省水道課に報告があった以下の 6 事例を対象とした。 

 

表 2.1-1 渇水調査対象一覧表 

事例番号 関係都道府県 対象事例 主な関係市町村・水道事業者等 

1 青森県 佐井村における渇水 佐井村 

2 東京都 小笠原村における渇水 小笠原村 

3 愛媛県 松山市における渇水 松山市 

4 愛媛県 西予市における渇水 西予市 

5 福岡県 行橋市を中心とする渇水 
行橋市 
苅田町 

6 福岡県 
山神水道企業団における 

送水制限 
山神水道企業団 

 

2.2  文献調査 

2.3 に示す聞き取り調査に先立ち，令和元年度に発生した渇水について，インターネッ

トなどによる資料収集及び文献調査などを実施し，渇水状況とその対応状況について整

理を行った。収集整理した文献及び情報は，以下のとおりである。 

 

〇水資源機構 

 「令和元事業年度業務実績報告書」 

 

〇河川管理者等資料 

 国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「重信川水系河川整備計画」 

 国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料」 

(令和元年 6 月 27 日記者発表) 

 国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「石手川の渇水調整について」 

(令和元年 6 月 28 日記者発表) 

 国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「節水へのご協力ありがとうございました」 

(令和元年 7 月 19 日記者発表) 
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〇地方公共団体，水道事業者等資料 

 小笠原村「村民だより」 

 松山市「渇水の記録(令和元年度）」 

 松山市「水源状況・雨量と給水量」 

 松山市「令和元年度第 1 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」 

(令和元年 5 月 23 日) 

 松山市「令和元年度第 2 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」 

(令和元年 5 月 31 日) 

 松山市「渇水対応を継続します」(令和元年 6 月 28 日) 

 松山市「渇水対応を中止します」(令和元年 7 月 19 日) 

 福岡県「福岡県主要ダム貯水状況」 

 福岡県「令和元年 渇水の記録」 

 行橋市「市報ゆくはし」 

 苅田町「広報かんだ」 

 山神水道企業団「供給水量と構成団体」，「権利水量と供給地域」 

 

2.3  聞き取り調査 

2.3.1  調査方法 

調査対象である渇水時に生じた住民生活への影響や水道事業者等における対応状況等

を調査するために，都道府県水道行政部局に対して，厚生労働省から表 2.3-1(1)～表 

2.3-1(4)に示す調査票を送付し，聞き取り調査を行った。 

聞き取り調査の概要は，次のとおりである。 

 令和 3 年 1 月 5 日～1 月 27 日 

 調査票の発送：4 都県(青森県，東京都，愛媛県，福岡県) 
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表 2.3-1(1) 調査票(様式) 
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表 2.3-1(2) 調査票(様式) 
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表 2.3-1(3) 調査票(様式) 
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表 2.3-1(4) 調査票(様式) 
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2.3.2  調査結果 

各都県からの回答及び収集した資料内容に基づき，調査の概要を表 2.3-2～表 2.3-8

のとおり取りまとめた。 
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国 ・ 独 立 行 政 法 人

地 方 公 共 団 体

水 道 事 業 者 等

そ の 他 利 水 者

1
令

和
元

(2
01

9)
年

佐
井

村
に

お
け

る
渇

水

古
佐

井
川

水
系

普
通

河
川

敷

( 焼
山

沢
)

青
森

県
水

道
対

策
会

議
－

○
○

－

小
笠

原
村

渇
水

対
策

連
絡

会
－

○
○

－

小
笠

原
村

渇
水

対
策

本
部

－
○

○
－

3
令

和
元

(2
01

9)
年

松
山

市
に

お
け

る
渇

水

石
手

川
ダ

ム
，

浅
井

戸
，

伏
流

水
愛

媛
県

石
手

川
渇

水
調

整
協

議
会

○
○

○
○

4
令

和
元

(2
01

9)
年

西
予

市
に

お
け

る
渇

水

肱
川

水
系

ゲ
ジ

ゲ
谷

川
，

深
井

戸
，

浅
井

戸

愛
媛

県
－

－
－

－
－

行
橋

市
水

問
題

連
絡

協
議

会
－

○
○

－
行

橋
市

行
橋

市
渇

水
対

策
本

部
－

○
○

－
行

橋
市

今
川

利
水

者
調

整
会

議
－

○
○

○
行

橋
市

苅
田

町

6
平

成
31

(2
01

9)
年

山
神

水
道

企
業

団
に

お
け

る
送

水
制

限
山

神
ダ

ム
福

岡
県

山
神

水
道

企
業

団
渇

水
対

策
連

絡
協

議
会

－
○

○
－

※
「

- 」
は

記
録
な

し
の

場
合

を
含

む

2
平

成
31

(2
01

9)
年

小
笠

原
村

に
お

け
る

渇
水

時
雨

ダ
ム

東
京

都

5
令

和
元

(2
01

9)
年

行
橋

市
を

中
心

と
す

る
渇

水
油

木
ダ

ム
福

岡
県

関
係

都
道

府
県

主
要

水
源

事
例

事
例

番
号

構
成

メ
ン

バ
-

渇
水

調
整

組
織

名
備

考
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表
 
2
.
3
-
4
 
対

象
と

し
た

渇
水

に
お

け
る

広
報

手
段

 

                         

 
 

事
例

番
号

事
例

主
要

水
源

関
係

都
道

府
県

新 聞 広 告

テ レ ビ ・ ラ ジ オ

電 光 掲 示 板

イ ン タ ー ネ ッ ト ・ H P

S N S ・ メ ー ル

節 水 ス テ ッ カ ー 、 シ ー ル 等 の 配 布

パ ン フ レ ッ ト 、 リ ー フ レ ッ ト の 配 布 (地

方 公 共 団 体 広 報 誌 へ の 掲 載 等 含 む )

懸 垂 幕 ・ 横 断 幕 ・ 立 看 板 の 掲 出

ポ ス タ ー の 掲 示

所 有 車 ・ 公 共 施 設 へ の ス テ ッ カ ー 等 添 付

広 報 車 に よ る 呼 び か け

(防 災 無 線 放 送 等 含 む )

町 内 回 覧 に よ る 広 報

節 水 パ ト ロ ー ル ・

街 頭 P R

そ
の

他
備

考

1
令

和
元

(2
01

9)
年

佐
井

村
に

お
け

る
渇

水

古
佐

井
川

水
系

普
通

河
川

敷

( 焼
山

沢
)

青
森

県
－

－
－

－
－

－
○

－
－

－
○

－
－

－

2
平

成
31

(2
01

9)
年

小
笠

原
村

に
お

け
る

渇
水

時
雨

ダ
ム

東
京

都
－

－
－

－
－

－
○

－
－

－
○

－
－

－

3
令

和
元

(2
01

9)
年

松
山

市
に

お
け

る
渇

水

石
手

川
ダ

ム
，

浅
井

戸
，

伏
流

水
愛

媛
県

－
○

○
○

○
－

－
－

－
○

○
－

－
－

4
令

和
元

(2
01

9)
年

西
予

市
に

お
け

る
渇

水

肱
川

水
系

ゲ
ジ

ゲ
谷

川
，

深
井

戸
，

浅
井

戸

愛
媛

県
－

－
－

○
－

－
○

－
－

－
○

－
－

－

－
－

－
－

－
－

○
○

－
－

○
－

－
－

行
橋

市

－
－

－
○

－
－

○
－

－
－

－
－

－
－

苅
田

町

6
平

成
31

(2
01

9)
年

山
神

水
道

企
業

団
に

お
け

る
送

水
制

限
山

神
ダ

ム
福

岡
県

－
－

－
○

－
－

－
○

－
－

－
－

－
－

※
「

- 」
は

記
録

な
し

の
場

合
を
含

む

5
令

和
元

(2
01

9)
年

行
橋

市
を

中
心

と
す

る
渇

水
油

木
ダ

ム
福

岡
県
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表
 
2
.
3
-
5
 
対

象
と

し
た

渇
水

に
お

け
る

対
策

後
の

改
善

・
見

直
し

事
項

の
事

例
 

                         

 
 

事
例

番
号

事
例

主
要

水
源

関
係

都
道

府
県

改
善

・
見

直
し

事
項

の
事

例
備

考

1
令

和
元

(2
01

9)
年

佐
井

村
に

お
け

る
渇

水

古
佐

井
川

水
系

普
通

河
川

敷

( 焼
山

沢
)

青
森

県

・
予

備
水

源
管

路
を

修
繕

の
う

え
，

常
時

接
続

可
能

な
状

態
と

す
る

よ
う

改
修

工
事

の
実

施
(R

2 完
了

)
・

漏
水

箇
所

の
調

査
及

び
補

修
工

事
の

実
施

(R
1 完

了
)

・
渇

水
対

応
に

際
し

て
は

，
小

規
模

自
治

体
で

の
水

道
事

業
に

お
け

る
維

持
担

当
者

人
材

育
成

の
問

題
が

散

見
さ

れ
た

。
今

後
は

施
設

台
帳

の
作

成
の

際
に

取
水

管
路

施
設

台
帳

の
整

備
を

行
い

，
維

持
施

設
を

十
分

に

把
握

す
る

よ
う

努
め

る
。

人
材

育
成

に
つ

い
て

も
，

最
低

2 年
は

新
旧

担
当

者
が

水
道

事
務

を
引

継
ぐ

期
間

を

設
け

る
よ

う
人

事
担

当
課

に
要

望
す

る
。

( 過
去

の
引

継
ぎ

は
口

伝
で

の
引

継
ぎ

が
多

か
っ

た
。

)

2
平

成
31

(2
01

9)
年

小
笠

原
村

に
お

け
る

渇
水

時
雨

ダ
ム

東
京

都

・
「

海
水

淡
水

化
装

置
の

維
持

管
理

及
び

運
用

に
関

す
る

協
定

書
( 令

和
2 年

3 月
31

日
) 」

に
よ

り
都

と
協

定
を

締
結

し
，

渇
水

や
そ

の
他

災
害

が
発

生
し

た
際

に
海

水
淡

水
化

装
置

( 父
島

：
20

0 ㎥
/ 日

，
母

島
：

50
㎥/
日

) を
使

用
す

る
こ

と
が

可
能

と
な

っ
た

。

3
令

和
元

(2
01

9)
年

松
山

市
に

お
け

る
渇

水

石
手

川
ダ

ム
，

浅
井

戸
，

伏
流

水
愛

媛
県

－

4
令

和
元

(2
01

9)
年

西
予

市
に

お
け

る
渇

水

肱
川

水
系

ゲ
ジ

ゲ
谷

川
，

深
井

戸
，

浅
井

戸

愛
媛

県
・

新
た

な
水

源
と

し
て

深
井

戸
を

2 箇
所

構
築

中

・
新

た
な

水
源

の
確

保
・

配
水

区
域

ブ
ロ

ッ
ク

化
行

橋
市

・
新

た
な

水
源

の
確

保
・

広
域

連
携

の
可

能
性

を
検

討
苅

田
町

6
平

成
31

(2
01

9)
年

山
神

水
道

企
業

団
に

お
け

る
送

水
制

限
山

神
ダ

ム
福

岡
県

・
河

川
管

理
者

へ
ダ

ム
放

流
量

の
調

整
を

早
く

お
願

い
す

る
。

・
構

成
団

体
へ

貯
水

率
の

今
後

の
見

込
み

を
早

め
に

情
報

提
供

す
る

。

※
「

- 」
は
記
録
な
し
の
場
合
を
含
む

5
令

和
元

(2
01

9)
年

行
橋

市
を

中
心

と
す

る
渇

水
油

木
ダ

ム
福

岡
県
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表
 
2
.
3
-
6
 
対

象
と

し
た

渇
水

に
お

け
る

渇
水

対
応

に
あ

た
っ

て
困

っ
た

こ
と

・
苦

労
し

た
こ

と
の

事
例

 

                         

 
 

事
例

番
号

事
例

主
要

水
源

関
係

都
道

府
県

渇
水

対
応

に
あ

た
っ

て
困

っ
た

こ
と

・
苦

労
し

た
こ

と
の

事
例

備
考

1
令

和
元

(2
01

9)
年

佐
井

村
に

お
け

る
渇

水

古
佐

井
川

水
系

普
通

河
川

敷

( 焼
山

沢
)

青
森

県

・
当

水
源

に
お

け
る

初
の

渇
水

事
例

で
あ

っ
た

こ
と

，
水

道
施

設
建

設
以

降
で

水
道

維
持

管
理

担
当

者
が

3 代
目

で
あ

っ
た

こ

と
か

ら
維

持
管

理
に

お
け

る
引

継
ぎ

が
十

分
で

な
く

管
路

情
報

の
全

容
把

握
に

時
間

を
要

し
た

。

・
以

前
の

担
当

者
へ

の
情

報
収

集
を

試
み

て
も

提
供

さ
れ

る
情

報
が

同
一

で
な

く
，

迅
速

な
状

況
判

断
を

行
う

こ
と

が
難

し

か
っ

た
。

・
漏

水
箇

所
が

複
数

存
在

す
る

こ
と

が
判

明
し

た
が

，
村

保
有

の
調

査
機

械
が

機
能

し
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
り

，
調

査
や

補

修
工

事
に

遅
れ

が
生

じ
た

。
( 昭

和
50

年
代

購
入

機
器

1 台
，

令
和

2 年
度

新
規

機
器

購
入

)

2
平

成
31

(2
01

9)
年

小
笠

原
村

に
お

け
る

渇
水

時
雨

ダ
ム

東
京

都

・
海

水
淡

水
化

装
置

の
導

入
時

期
を

決
定

す
る

に
あ

た
り

，
高

額
な

リ
ー

ス
料

や
ラ

ン
ニ

ン
グ

コ
ス

ト
が

必
要

と
な

る
た

め
，

そ
の

財
源

確
保

や
，

渇
水

状
況

の
分

析
，

検
討

，
予

測
を

実
施

し
，

最
適

な
導

入
時

期
を

検
討

す
る

こ
と

に
苦

慮
し

た
。

・
海

水
淡

水
化

装
置

の
維

持
管

理
( 機

械
の

動
作

点
検

，
燃

料
補

充
確

認
，

各
フ

ィ
ル

タ
の

目
詰

ま
り

等
) 等

を
限

ら
れ

た
人

員

( 課
内

5 名
) で

土
日

祝
日

を
含

め
対

応
す

る
必

要
が

あ
り

，
通

常
業

務
に

加
え

た
不

慣
れ

な
作

業
に

苦
慮

し
た

。

3
令

和
元

(2
01

9)
年

松
山

市
に

お
け

る
渇

水

石
手

川
ダ

ム
，

浅
井

戸
，

伏
流

水
愛

媛
県

－

4
令

和
元

(2
01

9)
年

西
予

市
に

お
け

る
渇

水

肱
川

水
系

ゲ
ジ

ゲ
谷

川
，

深
井

戸
，

浅
井

戸

愛
媛

県
・

現
状

，
取

水
の

主
体

が
井

戸
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
取

水
の

確
保

・
増

量
が

で
き

な
い

。

・
夜

間
，

早
朝

の
仕

切
弁

操
作

が
必

要
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
，

職
員

へ
の

負
担

が
大

き
い

。

・
給

水
車

等
の

応
急

給
水

資
材

不
足

・
各

関
係

機
関

と
の

調
整

( 水
利

組
合

・
医

療
機

関
)

行
橋

市

・
主

要
な

水
源

で
あ

る
油

木
ダ

ム
は

，
特

に
灌

漑
期

に
貯

水
率

が
低

下
し

，
灌

漑
用

水
の

利
用

も
重

な
り

水
源

が
不

安
定

と

な
る

た
め

，
毎

年
渇

水
の

危
機

意
識

を
抱

い
て

お
り

苦
慮

し
て

い
る

。
苅

田
町

6
平

成
31

(2
01

9)
年

山
神

水
道

企
業

団
に

お
け

る
送

水
制

限
山

神
ダ

ム
福

岡
県

・
河

川
管

理
者

( ダ
ム

管
理

者
) 及

び
水

利
組

合
と

の
協

議
に

よ
る

山
神

ダ
ム

放
流

利
水

調
整

( 田
植

え
時

期
)

※
「

-」
は
記

録
な

し
の

場
合

を
含

む

福
岡

県
油

木
ダ

ム
令

和
元

(2
01

9)
年

行
橋

市
を

中
心

と
す

る
渇

水
5
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表
 
2
.
3
-
7
 
対

象
と

し
た

渇
水

に
お

け
る

事
前

対
策

 

                         

 
 

事
例

番
号

事
例

主
要

水
源

関
係

都
道

府
県

渇 水 対 策 マ ニ ュ ア ル 策 定

渇 水 対 策 本 部 設 置 に 関 す る 規 程 等 の 整 備

非 常 配 備 体 制 表 作 成

関 係 機 関 連 絡 先 リ ス ト 作 成

指 揮 命 令 ・ 連 絡 調 整 系 統 図 作 成

水 源 に 関 す る 資 料 作 成

緊 急 水 源 に 関 す る 資 料 作 成

給 水 量 等 に 関 す る 資 料 作 成

既 往 の 渇 水 事 例 調 書 作 成

配 管 図 作 成

資 機 材 及 び 車 両 リ ス ト 作 成

広 報 活 動 に 関 す る 資 料 作 成

情 報 連 絡 訓 練 の 実 施

バ ル ブ 等 の 点 検 、 給 水 制 限 訓 練 の 実 施

応 急 給 水 訓 練 の 実 施

渇 水 対 応 タ イ ム ラ イ ン 作 成

そ
の

他
備

考

1
令

和
元

(2
01

9)
年

佐
井

村
に

お
け

る
渇

水

古
佐

井
川

水
系

普
通

河
川

敷

( 焼
山

沢
)

青
森

県
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

2
平

成
31

(2
01

9)
年

小
笠

原
村

に
お

け
る

渇
水

時
雨

ダ
ム

東
京

都
－

○
－

－
－

－
－

－
－

○
－

－
－

－
－

－
第

二
原

水
調

整
池

の
整

備

3
令

和
元

(2
01

9)
年

松
山

市
に

お
け

る
渇

水

石
手

川
ダ

ム
，

浅
井

戸
，

伏
流

水
愛

媛
県

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

－

4
令

和
元

(2
01

9)
年

西
予

市
に

お
け

る
渇

水

肱
川

水
系

ゲ
ジ

ゲ
谷

川
，

深
井

戸
，

浅
井

戸

愛
媛

県
－

○
○

－
○

○
－

－
－

○
○

－
－

－
－

－
－

○
○

○
○

○
○

－
○

○
○

○
○

－
－

－
－

渇
水

対
策

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

行
橋

市

○
○

○
○

○
○

－
○

－
○

○
○

－
－

－
－

－
苅

田
町

6
平

成
31

(2
01

9)
年

山
神

水
道

企
業

団
に

お
け

る
送

水
制

限
山

神
ダ

ム
福

岡
県

－
○

－
○

－
○

－
○

○
－

－
－

－
－

－
－

－

※
「

- 」
は

記
録

な
し

の
場

合
を

含
む

福
岡

県
油

木
ダ

ム
令

和
元

(2
01

9)
年

行
橋

市
を

中
心

と
す

る
渇

水
5
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表
 
2
.
3
-
8
 
対

象
と

し
た

渇
水

に
関

す
る

参
考

文
献

一
覧

 

                          事
例

番
号

事
例

主
要

河
川

関
係

都
道

府
県

文
献

1
令

和
元

(2
01

9)
年

佐
井

村
に

お
け

る
渇

水

古
佐

井
川

水
系

普
通

河
川

敷

( 焼
山

沢
)

青
森

県
－

2
平

成
31

(2
01

9)
年

小
笠

原
村

に
お

け
る

渇
水

時
雨

ダ
ム

東
京

都

・
「

父
島

」
，

「
母

島
」

国
土

地
理

院
H

P
地

理
院

地
図

・
「

令
和

元
事

業
年

度
業

務
実

績
報

告
書

」
( 独

) 水
資

源
機

構
H

P
・

「
村

民
だ

よ
り

」
小

笠
原

村
H

P

3
令

和
元

(2
01

9)
年

松
山

市
に

お
け

る
渇

水

石
手

川
ダ

ム
，

浅
井

戸
，

伏
流

水
愛

媛
県

・
「

重
信

川
水

系
流

域
図

」
 国

土
交

通
省

 四
国

地
方

整
備

局
 松

山
河

川
国

道
事

務
所

H
P

 重
信

川
水

系
河

川
整

備
計

画

・
「

石
手

川
渇

水
調

整
協

議
会

( 第
1 回

) 資
料

」
( 令

和
元

年
6 月

27
日

記
者

発
表

) 
国

土
交

通
省

 四
国

地
方

整
備

局
 松

山
河

川
国

道
事

務

所
H

P
・

「
石

手
川

の
渇

水
調

整
に

つ
い

て
」

( 令
和

元
年

6 月
28

日
記

者
発

表
) 
国

土
交

通
省

 四
国

地
方

整
備

局
 松

山
河

川
国

道
事

務
所

H
P

・
「

節
水

へ
の

ご
協

力
あ

り
が

と
う

ご
ざ

い
ま

し
た

」
( 令

和
元

年
7 月

19
日

記
者

発
表

) 
国

土
交

通
省

 四
国

地
方

整
備

局
 松

山
河

川
国

道
事

務
所

H
P

・
「

渇
水

の
記

録
( 令

和
元

年
度

) 」
松

山
市

H
P

・
「

水
源

状
況

・
雨

量
と

給
水

量
」

松
山

市
H

P
・

「
令

和
元

年
度

第
1 回

松
山

市
公

営
企

業
局

渇
水

対
策

委
員

会
を

開
催

し
ま

す
」

( 令
和

元
年

5 月
23

日
) 松

山
市

H
P

・
「

令
和

元
年

度
第

2 回
松

山
市

公
営

企
業

局
渇

水
対

策
委

員
会

を
開

催
し

ま
す

」
( 令

和
元

年
5 月

31
日

) 松
山

市
H

P
・

「
渇

水
対

応
を

継
続

し
ま

す
」

( 令
和

元
年

6 月
28

日
) 松

山
市

H
P

・
「

渇
水

対
応

を
中

止
し

ま
す

」
( 令

和
元

年
7 月

19
日

) 松
山

市
H

P

4
令

和
元

(2
01

9)
年

西
予

市
に

お
け

る
渇

水

肱
川

水
系

ゲ
ジ

ゲ
谷

川
，

深
井

戸
，

浅
井

戸

愛
媛

県
・

国
土

地
理

院
H

P
地

理
院

地
図

5
令

和
元

(2
01

9)
年

行
橋

市
を

中
心

と
す

る
渇

水
油

木
ダ

ム
福

岡
県

・
「

福
岡

県
主

要
ダ

ム
貯

水
状

況
」

福
岡

県
H

P
・

「
令

和
元

年
 渇

水
の

記
録

」
福

岡
県

H
P

・
「

市
報

ゆ
く

は
し

」
行

橋
市

H
P

・
「

広
報

か
ん

だ
」

苅
田

町
H

P

6
平

成
31

(2
01

9)
年

山
神

水
道

企
業

団
に

お
け

る
送

水
制

限
山

神
ダ

ム
福

岡
県

・
「

令
和

元
年

 渇
水

の
記

録
」

福
岡

県
H

P
・

「
供

給
水

量
と

構
成

団
体

」
，

「
権

利
水

量
と

供
給

地
域

」
山

神
水

道
企

業
団

H
P

※
「

-
」

は
記

録
な

し
の

場
合

を
含

む
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2.3.3  考察 

本調査で対象とした 6 事例については，少雨等に起因する水源量の減少により渇水と

なった事例である。 

渇水緩和策については，住民への節水の呼びかけ，大口需要者への節水要請，予備水

源の活用などの取組があった。また，(独)水資源機構との協定に基づく，可搬式浄水装置

における給水支援及び同機構職員の派遣要請といった取組や，水道用水供給事業者から

の受水量増量の要請といった取組も行われている。 

住民生活への影響としては，公共上下水道施設(シャワー・トイレ)の使用禁止や給水制

限に伴う給水圧の低下といった事例があったが，住民生活への影響がなかった事例もあ

った。 

本調査で対象とした事例における渇水調整に関する組織の基本的な構成としては，渇

水の影響が単一の市町村内のみの事例が多いことから，水道事業者を含む地方公共団体

内の組織のみで構成されている事例が多い。松山市の事例では，河川管理者(国土交通

省），地方公共団体(河川，農業，水資源関係部局)，水道事業者，関係利水者(土地改良

区，電力会社等)で構成される渇水調整協議会が設置されていた。また，行橋市等の事例

においても河川管理者(福岡県)，水道事業者，関係利水者(水利組合)で構成される利水者

調整会議が設置されていた。山神水道企業団における事例では，水道用水供給事業者と

受水団体で構成される協議会が設置されていた。 

本調査で対象とした事例における広報事例については，CATV による節水 PR，街頭ビ

ジョンによる節水 PR，インターネット・HP，SNS，パンフレット・リーフレットの配

布，懸垂幕，公有車へのステッカーの添付，広報車・防災無線による呼びかけが行われ

ていた。 

渇水対策後の改善・見直し事項として，新たな水源の確保，海水淡水化装置の使用に

関する協定の締結，施設維持管理に関する人材育成，貯水率等の早期の情報提供，配水

区域のブロック化と回答した事例があった。 

渇水対応の際に困ったこと・苦労したこととしては，海水淡水化装置の高額なリース

料やランニングコストの財源確保，同装置の維持管理(点検，燃料補給等)を行う人員，給

水車等の応急給水資材不足，職員の経験不足，夜間・早朝の仕切弁操作の職員への負

担，田植え時期のダム放流利調整などが挙げられている。 

渇水における事前対策としては，ほとんどの事例で渇水対策本部設置に関する規程等

の整備がされていた。また，水源施設の整備や渇水対策シミュレーションを行っている

事例もあった。 
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2.4  令和元年度に発生した渇水の対応状況資料集 

各都府県からの回答及び収集した資料内容に基づき，令和元年度における渇水の対応

状況資料集を作成した。各事例の発生位置は図 2.4-1 のとおりである。 

なお，本資料集は厚生労働省が関係都府県等から収集した資料に基づき作成したもの

であり，当該渇水において発生した事象全てを網羅しているとは限らないことに留意す

る必要がある。 

 

表 2.4-1 令和元年度における渇水の対応状況資料一覧 

事例番号 事例 関係都道府県 ページ 

1 青森県佐井村における渇水 青森県 P.21～P.28 

2 東京都小笠原村における渇水 東京都 P.29～P.43 

3 愛媛県松本市における渇水 愛媛県 P.44～P.53 

4 愛媛県西伊予市における渇水 愛媛県 P.45～P.59 

5 福岡県行橋市を中心とする渇水 福岡県 P.60～P.82 

6 山神水道事業団における送水制限 福岡県 P.83～P.88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-1 対象渇水の位置 
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2.4.1  青森県佐井村における渇水 

 

No.1 令和元(2019)年 佐井村における渇水 

主要水源名 古佐井川水系普通河川敷(焼山沢) 

関係都道府県 青森県 

最も影響の 

あった市区町村 
青森県下北郡佐井村(影響人口:1,713 人) 

取水制限 － 

給水制限 (減圧給水)令和元年 7 月 22 日～令和元年 8 月 25 日    35 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

平成 31 年 4 月以降，佐井村では平年に比べて降水量が少ない状況が続いた。令和

元年 7 月 18 日には佐井浄水場の本水源である古佐井川水系焼山沢において，水源堰

提水位低下を受け取水減水を確認した。翌日の降雨により，取水量は一時的に回復し

たものの，7 月 22 日には再び取水減水が確認され，配水池の水位低下も生じたため，

バルブの開度調整による配水量の減水や予備水源の活用等の渇水対応を開始した。村

では，8 月中旬に水位が回復するまでの間，村民への節水の呼びかけや他河川等から

の緊急取水の検討等に取り組んだ。 

8 月 16 日の降雨により水源堰提水位が回復したため，8 月 26 日に給水制限を終了

した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

青森県 佐井村 古佐井川水系普通河川敷(焼山沢) (佐井地区) 

R1/7/22～R1/7/23 減圧給水 50% 

R1/7/23～R1/8/25 減圧給水 80% 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-2 水源位置 

(出典：佐井村産業建設課提供資料) 

 

1.4 主要な水源の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(出典：過去の気象データ 気象庁 HP，※平年値:1981～2010 年の平均) 

  

佐井村 
●大間町 
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今回の水源池渇水については，降水量が過去 10 年において最低であったことが最

大の原因であるものと考えられる。 

※参考 4～9 月累積降水量 

2009:763.5mm，2010:797.5mm，2011:762.0mm，2012:441.5mm， 

2013:761.0mm，2014:502.5mm，2015:641.5mm，2016:802.5mm， 

2017:660.5mm，2018:812.5mm，2019:389.0mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-3(1) 水源(満水時) 

(出典：佐井村産業建設課提供資料) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-3(2) 水源(渇水時) 

(出典：佐井村産業建設課提供資料) 
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2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

名称 水道対策会議 
構成メンバー 副村長 

総務課長代理 
総合戦略課長 
産業建設課長 
水道技術管理者 
議会事務局長 
教育委員会生涯学習課長 
住民福祉課長 
出納室長 
佐井消防分署長代理 

開催状況及び 
渇水調整方法 

R1/7/29  
現況と今後の見込みについて 
・ 現況で本水源が枯渇しており，予備水源での給水を実施 
・ 現在配水池水位は回復傾向 
・ 予備水源については水が枯れる気配はないが，今後の天候次第で

枯渇する可能性あり 
最悪の事態に備えた対応について 
・ 節水については 8 月広報の配布がまだであることから，チラシを

作成し具体的な節水方法等を周知 
・ 断水した場合に備えて，防災の予算で給水バックを 1,000 袋購入 
・ 基本的に断水しない方向で進めていきたいと考えているので，農

業用水の水質検査及び(水田)水利組合からの水需要の聞取りを

行い，使用できる場合は消防小型ポンプを用いて圧送 
・ 予備水源の枯渇が認められた場合，各課長を招集し「水道危機対

策本部」を設置 
・ 水源の観察を厳にする 

設置要項等 － 
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3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 青森県 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容 水源状況 

佐井村 
 

R1/7/18 ・ 浄水場取水減水を確認 水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 
R1/7/19 ・ 降雨による取水量回復 水源堰堤越流

(水位 36cm) 
R1/7/22 ・ 県へ減水の報告(第 1 報) 

・ 予備水源を清掃(予備水源の活用に

より本水源の取水量回復を図るた

め) 
・ 配水池の減圧を実施 

新配水池流量計側接続部バルブ  

10/25 回転(開度約 40%)に閉栓 
旧配水池そばバルブ 9/24 回転(開
度約 40%)に閉栓 

水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 

R1/7/23 ・ 配水池の減圧を実施 
新配水池流量計側接続部バルブを

5/25 回転(開度約 20%)に閉栓 
旧配水池そばバルブ 5/24 回転(開
度約 20%)に閉栓 

水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 

R1/7/24 ・ 予備水源の管路補修完了 水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 
R1/7/25 ・ 予備水源の接続完了 

 
水源堰堤越流

(水位 36cm) 
R1/7/29 村水道対策会議 

・ 県管理河川水の使用許可協議の検

討 
・ 農業用水の活用検討 
・ 村内他水源(井戸)からの融通検討 

・ 断水に備えた給水袋の購入検討 
・ 県へ減水の報告(第 2 報) 
・ 給水袋(6L 袋 1,000 個)を発注 
・ 臨時取水を予定している県管理河

川の原水について，全項目水質検査

の見積及び検査容器の発送依頼 
・ 県河川管理者(河川砂防課)に水使

用の際の申請書類等の有無の確認 

水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 

R1/7/30 ・ 8月広報に配布する節水呼びかけの  
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チラシ作製 
R1/8/1 ・ 配水池の満水確認 

・ 県管理河川の取水に係る水質検査 
・ 認可設計書作成協力会社へ相談 

水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 

R1/8/2 ・ 農業水利団体からの水使用の同意

書締結(最終的には使用せず) 
・ 県管理河川からの臨時取水の報告

(最終的には使用せず) 
・ 給水袋納品(6L 袋 1,000 枚) 
・ 深夜 2:00 に配水池の満水を確認 

 
 
 
 
 

R1/8/5 ・ 県へ減水の報告(第 3 報) 水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 
R1/8/8 ・ 消防分署より消火栓水圧測定器を

借用し消防分署前消火栓において

水圧測定実施（0.52Mpa（ほぼ通常

水圧）） 

 

R1/8/9 ・ 県へ減水の報告(第 4 報) 
 

水源堰堤越流せ

ず(水位 0cm) 
R1/8/17 ・ 水源堰堤の越流確認 

・ 取水量増水 
上流の観測所(荒沢岳)で 57mm の

降水を観測し，当分の間本水源渇

水の見込みがないと考え，増水 

水源堰堤越流

(水位 36cm) 

R1/8/19 ・ 県へ減水の報告(第 5 報) 
・ 副村長を含めた課内協議 

16 日の雨で本水源の越流を確認 
一週間様子を見て問題なければ減  

水解除 

水源堰堤越流

(水位 36cm) 

R1/8/26 ・ 県へ減水の報告(第 6 報) 
・ 取水バルブを全開，減圧給水終了 
・ 不測の事態に備え，予備水源からの

取水は 9 月末まで継続 

水源堰堤越流

(水位 36cm) 
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(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

佐井村 R1/7/22～R1/7/23 ・ 減圧給水 50% 
R1/7/23～R1/8/25 ・ 減圧給水 80% 

 

(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

佐井村 ・ 配水池給水バルブの 80%閉による給水制限を行ったが，水

圧低下等の苦情は確認されなかった。 
・ 水圧についても調査をしたが，通常時とほぼ変わらない水圧

を維持していた。 

 

(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

佐井村 ・ 予備水源の機器が破損し予備水源の使用が出来なかったこ

とから，修繕を実施し予備水源を接続した。 

・ 複数取水方法による別の給水区域が存在することから，水の

輸送について検討した(試験の結果，効果がないことが判明

したため，実施せず)。 
・ 浄水場付近に水田用水の水路が存在したことから，水田用水

使用について水利組合・河川管理者に協議した。(実施せず） 
・ 防災無線及び折込チラシによる節水の呼びかけを実施した。 

 

(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

佐井村 ・ 防災無線による節水呼びかけ 
R1/7/19～R1/7/28(1 日 2 回)，R1/8/2～R1/8/23(1 日 1

回) 
・ 8 月広報誌での折込チラシによる節水の呼びかけ 
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4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
佐井村 ・ 予備水源管路を修繕のうえ，常時接続可能な状態とするよう

改修工事の実施(R2 完了)。 

・ 漏水箇所の調査及び補修工事の実施(R1 完了) 

・ 渇水対応に際しては，小規模自治体での水道事業における維

持担当者人材育成の問題が散見された。今後は施設台帳の作

成の際に取水管路施設台帳の整備を行い，維持施設を十分に

把握するよう努める。人材育成についても，最低 2 年は新旧

担当者が水道事務を引継ぐ期間を設けるよう人事担当課に

要望する(過去の引継ぎは口伝での引継ぎが多かった)。 

 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
佐井村 ・ 当水源における初の渇水事例であったこと，水道施設建設以

降で水道維持管理担当者が 3 代目であったことから維持管

理における引継ぎが十分でなく管路情報の全容把握に時間

を要した。 

・ 以前の担当者への情報収集を試みても提供される情報が同

一でなく，迅速な状況判断を行うことが難しかった。 

・ 漏水箇所が複数存在することが判明したが，村保有の調査機

械が機能しなかったことにより，調査や補修工事に遅れが生

じた(昭和 50 年代購入機器 1 台，令和 2 年度新規機器購入)。 

 

6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
佐井村 － 
 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 特になし 

 

  



 

 - 28 -

2.4.2  東京都小笠原村における渇水 

 

No.2 平成 31(2019)年 小笠原村における渇水 

主要水源名 時雨ダム 

関係都道府県 東京都 

最も影響の 

あった市区町村 
東京都小笠原村(影響人口:2,014 人) 

取水制限 － 

給水制限 (減圧給水)平成 31 年 1 月 8 日～令和元年 5 月 9 日    122 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

小笠原村では，平成 30 年 7 月から少雨傾向が続いており，12 月には父島で時雨ダ

ムの貯水率が 50%を切るなど，平成 28 年度の渇水よりも早いペースで貯水率が減少

していた。 

小笠原村では，このまま降水量が少ない場合，4 月初旬には父島のダムが枯渇する

と予想されたため，平成 31 年 1 月 4 日付で小笠原村渇水対策本部を設置し，平成 28

年度の渇水を踏まえた渇水対応を開始した。1 月 8 日からは，父島において，給水制

限(減圧給水 30%)や船舶給水の停止等を実施することとなった。また，母島において

も 2 月の中旬にダム貯水率が 50%近くまで低下した。村では父島及び母島において海

水淡水化装置を稼働させる等，ダム貯水率の温存を図った。 

その後，5 月上旬の降雨により，父島，母島ともにダムの貯水率が 80%以上に回復

したため，令和元年 5 月 9 日をもって渇水対策本部を解散した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

東京都 小笠原村 時雨ダム他 (父島) H31/1/8～R1/5/9 減圧給水 30% 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-4(1) 父島：水源位置図 

(出典：国土地理院 HP 地理院地図に一部追記) 
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図 2.4-4(2) 母島：水源位置図 

(出典：国土地理院 HP 地理院地図に一部追記) 
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1.4 主要な水源の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-5(1) 月末付近のダム貯水率の推移(父島) 

(出典：村民だより(小笠原村)に掲載された前月末付近の貯水率データから厚生労働省作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-5(2) 月末付近のダム貯水率の推移(母島) 

(出典：村民だより(小笠原村)に掲載された前月末付近の貯水率データから厚生労働省作成) 

 

  



 

 - 32 -

2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

名称 小笠原村渇水対策連絡会 
構成メンバー 小笠原村渇水対策連絡会組織及び業務分担表のとおり 
開催状況及び 
渇水調整方法 

H30/12/21 【第 1 回会議】 
会議事項:H31/1/4 に渇水対策本部を設置することを決定   

※貯水率:51.6%(父島) 
貯水率:71.9%(母島) 

設置要項等 小笠原村渇水対策連絡会設置要項 
 

名称 小笠原村渇水対策本部 
構成メンバー 小笠原村渇水対策本部組織及び業務分担表のとおり 
開催状況及び 
渇水調整方法 

H31/1/4 【第 1 回会議】 
会議事項：減圧給水及び船舶給水停止について決定   

※貯水率:43.5%(父島) 
貯水率:67.2%(母島) 

H31/2/18 【第 2 回会議】 
 会議事項：母島に海水淡水化装置を設置することを決定 

※貯水率:29.1%(父島) 
貯水率:53.8%(母島) 

設置要項等 小笠原村渇水対策本部設置要項 
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小笠原村渇水対策連絡会設置要項 
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小笠原村渇水対策本部設置要項 
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3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 東京都 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容 ダム貯水率 

小笠原村 
(父島) 
 

H30/10/22 ・ 防災行政無線による貯水状況と節水広報を

開始 
－ 

H30/11/1 ・ 「村民だより(No.693）」に渇水に関する記

事を掲載し，島民へ節水の呼びかけを実施 
66.0% 

H30/12/11 ・ 小笠原海運(株）所長へ定期船おがさわら丸

の節水について対応依頼 
55.8% 

H30/12/21 ・ 小笠原村渇水対策連絡会の設置 
・ H31/1/4 に渇水対策本部を設置することを

決定 

51.6% 

H30/12/25

～

H30/12/26 

・ 都小笠原支庁，小笠原海運(株)に給水停止要

請をした。(公衆シャワー1/8，2/3 到着便，

船内広報) 
・ 減圧給水実施日程の広報(掲示板，HP 等) 

12/25 
49.1% 

12/26 
48.3% 

H31/1/4 ・ 小笠原村渇水対策本部の設置 
・ 減圧給水及び船舶給水停止について決定 

43.5% 

H31/1/8 ・ 減圧給水(30%)開始 41.9% 
H31/2/3 ・ 小笠原海運(株)の船舶給水停止船舶給水停

止開始 
31.9% 

H31/2/6 ・ 海水淡水化装置(70m3/日)を稼働 31.0% 
H31/2/12 ・ 海水淡水化装置(230 m3/日)を稼働 29.2% 
H31/2/18 ・ 小笠原村渇水対策本部(第 2 回)開催 

・ 母島に海水淡水化装置を設置することを決

定 

29.1% 
 

R1/5/6 ・ 4 日間の降雨量 63mm によりダム貯水量

64%となったため海水淡水化装置(70m3/日，

230 m3/日)2 台を停止 

－ 

R1/5/9 ・ 小笠原村渇水対策本部解散に伴い，島内放送

で周知するとともに全ての減圧給水を順次

解除開始，公衆シャワーの利用再開 

－ 

R1/5/10 ・ 定期船おがさわら丸への船舶給水再開 － 
 

  



 

 - 36 -

事業者名 年月日 内容 ダム貯水率 
小笠原村 
(母島) 
 

H31/2/18 ・ 小笠原村渇水対策本部(第 2 回)開催 
・ 母島に海水淡水化装置を設置することを決

定 

53.8% 

H31/4/6 ・ 海水淡水化装置(50 m3/日)を稼働 38.1% 

H31/4/26 ・ 約 70mm 降雨があり，ダムの貯水量 62.5%

となったため海水淡水化装置稼働を停止 
－ 

 

(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

小笠原村 H31/1/8～R1/5/9 ・ 減圧給水 30%(父島) 

 

(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

小笠原村 ・ 公共上下水道施設(シャワー・トイレ)の使用不可 
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(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

小笠原村 ・ 「(ア)渇水対応の経過・状況」のとおり 
(独)水資源機構 可搬式浄水装置における給水支援活動(母島) 

・ 可搬式浄水装置(処理方式：逆浸透膜法(RO 膜)，日生産能力量:35 

m3/日)及び同機構職員を小笠原村母島に派遣 
・ 装置稼働期間:平成 31 年 4 月 6 日から令和元年 5 月 8 日まで 
・ 生産水総量:710 m3 
・ 同機構職員が装置運転操作について，現地で技術指導を実施 
※平成 24 年 3 月 14 日に同機構理事長と小笠原村村長の間で締結し

た「可搬式海水淡水化装置の相互貸与に関する協定」に基づく協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-6 可搬式浄水装置設置イメージ図 

(出典：(独)水資源機構:令和元事業年度業務実績報告書)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-7 可搬式浄水装置設置状況 

(出典:(独)水資源機構:令和元事業年度業務実績報告書) 
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(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

小笠原村簡易水道

事業 

・ 防災行政無線による節水の呼びかけ 
・ 防災行政無線による減圧給水のお知らせ 
・ 節水広報チラシの配布 
・ 「村民だより(No.693，H30/11/1 発行）」に渇水に関する記事

を掲載し，島民へ節水の呼びかけを実施 
・ 「村民だより(No.696，H31/2/1 発行）」に渇水対策本部設置

と現在の父島，母島の対策に関する記事を掲載 
・ 「村民だより(No.697，H31/3/1 発行）」に母島の渇水対策強

化と海水淡水化装置稼働(父島)に関する記事を掲載 
・ 「村民だより(No.698，H31/4/1 発行）」にこれまでの渇水対

策と今後の渇水対策に関する記事を掲載 
・ 「村民だより(No.699，R1/5/1 発行）」に海水淡水化装置稼働

(母島)に関する記事を掲載 
・ 「村民だより(No.700，R1/6/1 発行）」に渇水対策本部解散と

節水協力への感謝に関する記事を掲載 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-8 防災行政無線による節水の呼びかけ例 

(出典：小笠原村建設水道課提供資料) 
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資料 2.4-1 節水広報チラシ 

(出典：小笠原村建設水道課提供資料) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-2(1) 村民だより(No.693，H30/11/1 発行) 

(出典：小笠原村建設水道課提供資料) 
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資料 2.4-2(2) 村民だより(No.696，H31/2/1 発行) 

(出典：小笠原村 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-2(3) 村民だより(No.697，H31/3/1 発行) 

(出典：小笠原村 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-2(3) 村民だより(No.698，H31/4/1 発行) 

(出典：小笠原村 HP) 
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資料 2.4-2(4) 村民だより(No.699，R1/5/1 発行) 

(出典：小笠原村 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-2(5) 村民だより(No.700，R1/6/1 発行) 

(出典：小笠原村 HP) 
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4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
小笠原村 ・ 「海水淡水化装置の維持管理及び運用に関する協定書(令和

2 年 3 月 31 日)」により都と協定を締結し，渇水やその他災

害が発生した際に海水淡水化装置(父島：200m3/日，母島：

50m3/日)を使用することが可能となった。 

 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
小笠原村 ・ 海水淡水化装置の導入時期を決定するにあたり，高額なリー

ス料やランニングコストが必要となるため，その財源確保

や，渇水状況の分析，検討，予測を実施し，最適な導入時期

を検討することに苦慮した。 

・ 海水淡水化装置の維持管理(機械の動作点検，燃料補充確認，

各フィルタの目詰まり等)等を限られた人員(課内 5 名)で土

日祝日を含め対応する必要があり，通常業務に加えた不慣れ

な作業に苦慮した。 

 

6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
小笠原村 ・ 渇水対策本部設置に関する規程等の整備 

・ 配管図作成 

・ 小笠原村(父島)では，渇水に備え，平成 26 年度より第二原

水調整池(3,600 m3)の整備を実施しており，令和 2 年度中に

稼働予定である。この貯水施設近傍には，海水淡水化装置の

設置を想定したスペースを設けており，渇水時等には海水淡

水化装置からの充水が可能となるなど，より効率的かつ効果

的な対応が可能となる。 

 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 「父島」，「母島」国土地理院 HP 地理院地図 

 「令和元事業年度業務実績報告書」(独)水資源機構 HP 

 「村民だより」小笠原村 HP 
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2.4.3  愛媛県松山市における渇水 

 

No.3 令和元(2019)年 松山市における渇水 

主要水源名 石手川ダム，浅井戸，伏流水 

関係都道府県 愛媛県 

最も影響の 

あった市区町村 
愛媛県松山市(影響人口:480,000 人) 

取水制限 令和元年 6 月 29 日～令和元年 7 月 19 日         21 日間 

給水制限 (減圧給水)令和元年 6 月 3 日～令和元年 7 月 19 日     47 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

松山市では，令和元年 5 月の降水量が少なく，市の水源の約半分を賄っている地下

水の水位は，農業用水の需要期と重なり平年値を大幅に下回る状況となっていた。水

源状況はさらに厳しさを増すことが想定されたため，5 月 24 日に松山市公営企業局渇

水対策委員会を開催し，市民への節水目標の提示など渇水対応を開始した。しかし，

その後も降雨に恵まれず，地下水水位が低下したため，6 月 3 日からは給水制限(減圧

給水)を実施することとなった。 

重信川水系石手川の石手川ダムについても貯水率が平年値を下回り，6 月 28 日に開

催された石手川ダム渇水調整協議会において，上水道 5%等の取水制限を決定し，翌

29 日から開始した。 

その後梅雨前線などの影響でダム貯水率が回復したため，7 月 19 日に取水制限及び

減圧給水を含む渇水対応を終了した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

愛媛県 松山市 石手川ダム，浅井戸，

伏流水 

R1/6/29～R1/7/19 取水制限 5% 

R1/6/3～R1/7/19 減圧給水 25% 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-9 重信川水系流域図 

(出典：国土交通省四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 重信川水系河川整備計画) 
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1.4 主要な水源の状況 

表 2.4-2 平成 31 年 4 月～令和元年 7 月の降水量 

 

 

 

 

 
(出典：出典:松山市 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-10 石手川ダム貯水率の変化(H6 年度，R1 年度，R2 年度)2021 年 2 月 12 日現在 

(出典：出典:松山市 HP) 

 

 

  
資料 2.4-3 石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料 

(出典:国土交通省 四国地方整備局 HP) 
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図 2.4-11(1) 南高井観測井の水位(H6 年度，R1 年度，R2 年度)2021 年 2 月 12 日現在 

(出典：出典:松山市 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-11(2) 天皇泉観測井の水位(H6 年度，R1 年度，R2 年度)2021 年 2 月 12 日現在 

(出典：出典:松山市 HP) 
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2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

名称 石手川渇水調整協議会 

構成メンバー (会長)国土交通省松山河川国道事務所長 
(副会長)愛媛県土木部河川港湾局河川課長 
(委員）愛媛県農林水産部農業振興局農地整備課長 

松山市総合政策部危機管理・水資源担当部長 
松山市公営企業管理者 
石手川筋分水協議会長 
石手川北部土地改良区理事長 
四国電力株式会社愛媛支店長 

開催状況及び 
渇水調整方法 

R1/6/28 第 1 回石手川渇水調整協議会 
合意事項:取水制限率を以下のとおりとする 

上水 5%，農水 22.2%，灌漑用水 10%， 
電気 有効貯留に協力 
6/29 0 時から実施 

※貯水率:75.2%(石手川ダム 6/28 午前 0 時時点) 
 
R1/7/19 第 2 回石手川渇水調整協議会 
 合意事項:7/18 からの降雨により，石手川ダムの貯水率が 100%ま

で回復したため，7/19 10 時をもって取水制限を解除 
 ※貯水率:100.0%(石手川ダム 7/19 午前 9 時時点) 
 

設置要項等 石手川渇水調整協議会規約 
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資料 2.4-4 石手川渇水調整協議会規約 

(出典：石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料(令和元年 6 月 27 日記者発表 国土交通省 四国地方整備局)) 
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3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 愛媛県 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容 天候・水源状況※ 

松山市 R1/5/24 第 1 回松山市公営企業局渇水対策委員会 
・ 市民への節水目標(1 人 1 日バケツ１

杯 10 リットル)を提示 
・ 公用車両などの側面に「節水」ステ

ッカーを貼付 
・ 車両による巡回放送 
・ ホームページによる情報発信 
・ 支所等の洗面所バルブの絞り込み 
・ 公用車両の洗車自粛 

水位 4.27ｍ 

R1/5/27 ・ 市役所庁舎案内板に水源状況の表示 
・ 市役所庁内放送(節水 PR) 
・ まつやまインフォメーションによる

節水 PR 映像の放映 
・ ストリートビジョンによる節水 PR

映像の放映 
・ SNS(フェイスブック，ツイッター)

による情報発信 

 

R1/6/3 第 2 回松山市公営企業局渇水対策委員会 
減圧給水(0.20Mpa→0.15Mpa) 
・ 大口使用者(200m3/月以上)への節水

依頼 
・ 防災行政無線による節水放送(車両

による巡回放送からの変更) 
・ CATV による節水 PR 映像の放映 

貯水率 90.4% 
水位 4.69m 

R1/6/13 － 水位 5.10m 
R1/6/15 － 降雨 70.5mm 
R1/6/18 

－ 水位２ｍ台に回復 

水位 2.86m 
R1/6/26 － 梅雨入り 

R1/6/28 第 1 回石手川渇水調整協議会 

・ 上水 5%，農水 22.2%，灌漑用水 10% 
R1/6/29 0:00～実施を決定 

貯水率 75.2% 
 

R1/6/29 ・ 取水制限 5%開始 貯水率 74.4% 
R1/7/13 － 降雨 34.5mm 
R1/7/14 － 貯水率 80.0% 
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R1/7/18 － 降雨 81.5mm 
R1/7/19 ・ 取水制限解除 

・ 減圧給水解除 
・ 渇水への対応を中止 

貯水率 90.7% 
水位 2.05m 

※貯水率：石手川ダム貯水率，水位:観測井水位(地表から地下水水面までの距離) 

 

(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

松山市 R1/6/3～R1/7/19 ・ 減圧給水 25% 
R1/6/29～R1/7/19 ・ 取水制限 5% 

 

(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

松山市 ・ 給水制限(減圧給水)に伴う給水圧の低下 

 

(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

松山市 ・ 市民への節水依頼(1 人 1 日バケツ 1 杯 10 リットル) 

・ 大口使用者(200m3/月以上)への節水依頼 
 

(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

松山市 ・ 公用車両などの側面に「節水」ステッカーを貼付 
・ 公用車両による巡回放送 
・ 防災行政無線による節水放送 
・ 市役所庁舎内案内板に水源状況の表示 
・ 市役所庁内放送(節水 PR) 
・ ホームページによる情報発信 
・ 街頭ビジョンによる節水 PR 映像の放映 
・ SNS(フェイスブック，ツイッター)による情報発信 
・ CATV による節水 PR 映像の放映 

 

  



 

 - 51 -

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-5 節水 PR 映像画面 

(出典：松山市公営企業局 提供資料) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-6 SNS による情報発信 

(出典：松山市公営企業局 提供資料) 

 

4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
松山市 － 

 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
松山市 － 
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6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
松山市 ・ 渇水対策マニュアル策定 

・ 渇水対策本部設置に関する規程等の整備 
・ 非常配備体制表作成 
・ 関係機関連絡先リスト作成 
・ 指揮命令・連絡調整系統図作成 
・ 水源に関する資料作成 
・ 緊急水源に関する資料作成 
・ 給水量等に関する資料作成 
・ 既往の渇水事例調書作成 
・ 配管図作成 
・ 資機材及び車両リスト作成 
・ 広報活動に関する資料作成 
・ 情報連絡訓練の実施 
・ バルブ等の点検，給水制限訓練の実施 
・ 応急給水訓練の実施 
・ 渇水対応タイムライン作成 

 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 「重信川水系流域図」 国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 重信

川水系河川整備計画 

 「石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料」(令和元年 6 月 27 日記者発表) 国土交通省 

四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 

 「石手川の渇水調整について」(令和元年 6 月 28 日記者発表) 国土交通省 四国地

方整備局 松山河川国道事務所 HP 

 「節水へのご協力ありがとうございました」(令和元年７月 19 日記者発表) 国土交

通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 

 「渇水の記録(令和元年度）」 松山市 HP 

 「水源状況・雨量と給水量」 松山市 HP 

 「令和元年度第 1 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」(令和元年 5 月

23 日)松山市 HP 

 「令和元年度第 2 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」(令和元年 5 月

31 日)松山市 HP 

 「渇水対応を継続します」(令和元年 6 月 28 日)松山市 HP 

 「渇水対応を中止します」(令和元年 7 月 19 日)松山市 HP 
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2.4.4  愛媛県西予市における渇水 

 

No.4 令和元(2019)年 西予市における渇水 

主要水源名 肱川水系ゲジゲ谷川，深井戸，浅井戸 

関係都道府県 愛媛県 

最も影響の 

あった市区町村 
愛媛県西予市(影響人口:300 人) 

取水制限 － 

給水制限 (減圧給水)令和元年 12 月 16 日～令和 2 年 1 月 24 日    40 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

令和元年 11 月の西予市宇和地区の降雨量は，過去 30 年間で 2 番目に少ない

23.0mm しかなかった。このため，宇和地区内の上松葉浄水場，明石浄水場，新城浄

水場の水源である井戸水の水位低下，下川浄水場の水源である滝山川の水量低下が生

じた。1 日に必要な水源の絶対量が不足し，年末年始の給水量を確保できない可能性

が生じたため，12 月 16 日から夜間 6 時間の減圧給水を開始した。その後，降雨によ

り水源状況が回復したため，令和 2 年 1 月 24 日に減圧給水を解除した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

愛媛県 西予市 肱川水系ゲジゲ谷川 
深井戸 7 本 
浅井戸 3 本 

(宇和町全域) 

R1/12/16～R2/1/24 減圧給水(23 時～5 時) 

上松葉配水量 70%減 

明石及び新城配水量 65%減 

下川配水量 85%減 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-12 ゲジゲ谷川：主要な水源位置図 

(出典：国土地理院 HP 地理院地図に一部追記) 

 

1.4 主要な水源の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(出典：過去の気象データ 気象庁 HP，※平年値:1981～2010 年の平均) 
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2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

渇水調整組織による調整は実施していない。 

 

3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 愛媛県 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容  

西予市 
 

R1/11/10 ・ 貯水用砂防ダムより放流開始  
R1/11/24 ・ 農事用井戸より緊急取水開始 
R1/11/28 ・ 節水の放送 
R1/12/16 ・ 夜間減圧給水開始 
R1/12/20 ・ 断水周知のチラシを配布 
R2/1/24 ・ 夜間減圧給水解除 

 

(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

西予市 R1/12/16～R2/1/24 減圧給水(23 時～5 時) 
・ 上松葉配水量 70%減 
・ 明石及び新城配水量 65%減 
・ 下川配水量 85%減 

 

(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

西予市 ・ 夜間減圧給水により，135 世帯 300 人に影響 

 

(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

西予市 ・ 農事用井戸からの緊急取水 
 

(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

西予市 ・ ホームページでの呼びかけ 
・ 無線による呼びかけ 
・ 断水周知チラシの配布 
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資料 2.4-7(1) 断水周知チラシ 

(出典：西予市役所 建設部 上下水道課提供資料) 
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資料 2.4-7(2) 断水周知チラシ 

(出典：西予市役所 建設部 上下水道課提供資料) 
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4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
西予市 ・ 新たな水源として深井戸を 2 箇所構築中 

 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
西予市 ・ 現状，取水の主体が井戸であることから，取水の確保・増量

ができない。 
・ 夜間，早朝の仕切弁操作が必要であったことから，職員への

負担が大きい。 
 

6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
西予市 ・ 渇水対策本部設置に関する規程等の整備 

・ 非常配備体制表作成 
・ 指揮命令・連絡調整系統図作成 
・ 水源に関する資料作成 
・ 配管図作成 
・ 資機材及び車両リスト作成 

 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 国土地理院 HP 地理院地図 
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2.4.5  福岡県行橋市を中心とする渇水 

 

No.5 令和元(2019)年 行橋市を中心とする渇水 

主要水源名 油木ダム 

関係都道府県 福岡県 

最も影響の 

あった市区町村 
福岡県行橋市(影響人口:56,059 人) 

取水制限 － 

給水制限 行橋市(減圧給水)令和元年 6 月 6 日～令和元年 9 月 30 日 117 日間 

苅田町(減圧給水)令和元年 6 月 13 日～令和元年 8 月 16 日  65 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

今川水系では，前年夏から続く少雨傾向により，油木ダムの貯水率が令和元年 5 月

31 日に 20%を下回ったため，行橋市は 6 月 3 日に，苅田町は 6 月 12 日に渇水対策本

部を設置し，渇水対応を開始した。行橋市では 6 月 6 日から平成 21 年以来 10 年ぶり

となる 10%の減圧給水を実施した。6 月 21 日には，油木ダムの貯水率が一層低下し

たことにより，減圧給水を 15%に強化した。苅田町においても 6 月 13 日から 10%の

減圧給水を開始し，6 月 26 日には減圧給水を 15%に強化した。また，両市町は水道

用水供給を受ける京築地区水道企業団に対して，それぞれ増量要請を行い，構成団体

の協力を得て受水量を増加させた。 

7 月下旬のまとまった降雨，8 月 15 日の台風 10 号の影響により油木ダムの貯水率

が 72.3%まで回復したことから両市町は渇水対策本部を解散した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

福岡県 行橋市※ 油木ダム (一部地域を除く全域) 
R1/6/6～R1/6/20 減圧給水 10% 
R1/6/21～R1/9/30 減圧給水 15% 

苅田町 油木ダム R1/6/13～R1/6/26 減圧給水 10% 
R1/6/26～R1/8/16 減圧給水 15% 

※行橋市は水源状況の改善により 8/16 に渇水対策本部を解散しているが，今後の渇水対策として

配水ブロック化を実施するにあたり，減圧効果の地域差を調べ，検証するため，9/30 まで減圧

給水を継続した(減圧給水による住民生活への影響は特になし)。 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-13 福岡県主要ダム位置図：水源位置図 

(出典：福岡県 HP(厚生労働省において一部加筆)) 

 

  

◎⾏橋市 

苅⽥町○ 

北九州市◎ 

福岡市◎ 
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1.4 主要な水源の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-14 油木ダム貯水率 

(出典：令和元年度 渇水の記録(福岡県 HP)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-15 油木ダム水位状況写真 

(出典：令和元年度 渇水の記録(福岡県 HP)) 
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2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

名称 行橋市水問題連絡協議会 
構成メンバー (会長) 

総務部長 
(委員) 
都市整備部長 
産業振興部長 
環境水道部長 
総務課長 
総合政策課長 
農林水産課長 
土木課長 
都市政策課長 
下水道課長 
上水道課長 

開催状況及び 
渇水調整方法 

R1/5/22 【第 1 回会議】 
会議事項：市報の掲載 

懸垂幕の設置 
学校のプールの清掃等の時期調整について 

※貯水率:32.0%(油木ダム) 
R1/5/31 【第 2 回会議】 
会議事項：渇水対策本部の設置 

※貯水率:19.4%(油木ダム) 
設置要項等 行橋市水問題連絡会議設置要綱(参考 1) 
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名称 行橋市渇水対策本部 
構成メンバー (本部長) 

市長 
(副本部長) 

総務部を担任する副市長 
(本部員) 

環境水道部を担任する副市長 
教育長 
市長公室長 
総務部長 
市民部長 
福祉部長 
都市整備部長 
産業振興部長 
環境水道部長 
議会事務局長 
教育部長 
消防長 
総務課長 
総務課防災危機管理室長 

開催状況及び 
渇水調整方法 

R1/6/3 【第 1 回会議】 
会議事項:大口利用者への節水のお願い 

市民へ節水のビラ配布 
プールの一時使用中止の決定 

※貯水率:17.3%(油木ダム) 
R1/6/12 【第 2 回会議】 
会議事項:減圧給水の強化(10%→15%) 

学校プールの閉館 
市民への節水依頼強化 

※貯水率:13.7%(油木ダム) 
R1/7/16 【第 3 回会議】 
会議事項：渇水対策の協力依頼を区長会に出す 

※貯水率:25.0%(油木ダム) 
設置要項等 行橋市渇水対策本部設置規程(参考 2) 
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名称 今川利水者調整会議 
構成メンバー 福岡県企業局苅田事務所 

福岡県企業局管理課 
福岡県県土整備部河川管理課 
福岡県油木ダム管理出張所 
北九州市 
行橋市 
苅田町 
今川 15 井堰水利組合(15 団体) 
※実施主体:福岡県企業局 

開催状況及び 
渇水調整方法 

R1/6/18 【第 1 回会議】 
会議事項:油木ダムの貯水状況について 

各団体の節水対策の取組状況報告(北九州市，行橋市，  

苅田町，企業局，油木ダム 15 井堰水利組合) 
今川から取水する利水者間の相互理解と協力により，

水不足時においても，各利水者が今川の水を効率的

に利用し，安定的に確保ができるよう締結した協定

(H28.3)に基づき各団体が節水意識を再確認 

※貯水率:15.8%(油木ダム) 
R1/11/1 【第 2 回会議】 
会議事項：今川の浚渫工事について 
    (県土整備事務所より浚渫工事の説明) 
     油木ダムの貯水状況について 
     これまでの行政の取組みについて 
    (行橋市，苅田町，企業局) 

※貯水率:約 90.0%(油木ダム) 
設置要項等 － 
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3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 福岡県 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容 ダム貯水率 

行橋市 R1/5/22 第 1 回水問題連絡協議会 
・ 市報の掲載 
・ 懸垂幕の設置 
・ 学校のプールの清掃等の時期調整について 

32.0% 

R1/5/31 第 2 回水問題連絡協議会 
・ 渇水対策本部の設置 

19.4% 

R1/6/3 第 1 回渇水対策本部会議 
・ 大口利用者への節水のお願い 
・ 市民へ節水のビラ配布 
・ プールの一時使用中止の決定 

17.3% 

R1/6/6 減圧給水 10%開始 14.2% 
R1/6/11 京築地区水道企業団から 520m3/日受水量増量 14.6% 
R1/6/12 第 2 回渇水対策本部会議 

・ 減圧給水の強化(10%→15%) 
・ 学校プールの閉館 
・ 市民への節水依頼強化 

13.7% 

R1/6/21 減圧給水 15%開始 15.2% 
R1/7/16 第 3 回渇水対策本部会議 

・ 渇水対策の協力依頼を区長会に出す 
25.0% 

R1/8/16 渇水対策本部解散 72.3% 
苅田町 R1/5/30 第 1 回渇水対策会議 

・ 渇水対策本部の設置について 
・ R1/6/1～ HP にて節水呼びかけ 
・ R1/6/3～ 広報車にて節水呼びかけ 

20.6% 

R1/6/6 第 2 回渇水対策会議 
・ 各学校のプール排水作業を延期 
・ R1/6/10～ 総合保健福祉センター浴場の

使用中止 
・ R1/6/10～ 町民プール営業中止 

14.2% 
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R1/6/12 第 1 回渇水対策本部会議 
・ R1/6/13 22:00～ 減圧給水 10% 

目標節水効果 500～1000m3 
・ 大口需要者への節水協力依頼 

13.7% 

R1/6/25 第 2 回渇水対策本部会議 
・ R1/6/26 22:00～ 減圧給水 15% 
目標節水効果 500～1000m3 

13.2% 

R1/7/11 第 3 回渇水対策本部会議 
・ 減圧給水 15%継続 

目標節水効果 500～1000m3 
・ 京築地区水道企業団からの受水量 630 m3/

日 増量(R1/7/11 12:00～) 
1770 m3/日 ⇒ 2400 ㎥/日 

17.4% 

R1/8/2 第 4 回渇水対策本部会議 
・ 減圧給水 15%継続 
・ R1/8/9～ 各学校のプール排水作業可能 
・ R1/8/9～ 総合保健福祉センター浴場の営

業再開 
・ R1/8.9～ 町民プール営業再開 

59.3% 

R1/8/16 第 5 渇水対策本部会議 
・ 渇水対策本部の解散について 
・ 減圧給水の解除  
・ 京築地区水道企業団からの受水量 

変更(R1/8/16 12:00～) 
2400 m3/日 ⇒ 1770 m3/日 

・ 各種節水対策終了 

74.0% 

※ダム貯水率：油木ダム貯水率 

 

(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

行橋市※ R1/6/6～R1/6/20 ・ 減圧給水 10%(一部地域を除く全域) 
R1/6/21～R1/9/30 ・ 減圧給水 15%(一部地域を除く全域) 

苅田町 R1/6/13～R1/6/26 ・ 減圧給水 10% 

R1/6/26～R1/8/16 ・ 減圧給水 15% 

※行橋市は水源状況の改善により 8/16 に渇水対策本部を解散しているが，今後の渇水対策として

配水ブロック化を実施するにあたり，減圧効果の地域差を調べ，検証するため，9/30 まで減圧

給水を継続した。(減圧給水による住民生活への影響は特になし) 
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(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

行橋市 ・ 減圧給水を行ったが，住民生活への影響は特になし 

苅田町 ・ 給水制限(10～15%減圧給水)を実施 
減圧前後の水圧測定(高台 10 箇所)を実施 
住民生活への影響は特になし 

 

(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

行橋市 ・ 大口利用者への節水のお願い 

・ 市民への節水のビラ配り 
・ 区長会への節水協力依頼 
・ 京築地区水道企業団からの受水量を増量 
・ 広報車による節水 PR 

苅田町 ・ 広報車での節水の呼びかけ 
・ 大口需要者への節水協力依頼 

年間 5,000m3以上利用する大口需要者(14 社)を訪問 
商工会議所の会員(企業や商店 610 件)に節水協力依頼 
【企業における協力状況】 

 ・従業員への節水の呼びかけ    
  ・社内(トイレ・食堂)，社員寮での節水ポスター掲示 
  ・水道メーターの漏水確認(日常点検)の実施 
・ 節水チラシの各戸配布(水道検針時に配布) 

 

(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

行橋市 ・ 節水の懸垂幕を庁舎に設置 
・ 広報誌に掲載 
・ 庁舎内にダムの貯水状況の看板設置  
・ 広報車による節水 PR 

苅田町 ・ ホームページでの呼びかけ  
・ 自治体広報誌への掲載 
・ チラシ，ビラの配布(水道検針時に各戸配布) 
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資料 2.4-8(1) 広報誌による節水広報(行橋市) 

(出典：市報ゆくはし 令和元年 6 月 1 日発行) 

資料 2.4-8(2) 広報誌による節水広報(行橋市) 

(出典：市報ゆくはし 令和元年 6 月 15 日発行) 
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資料 2.4-8(3) 広報誌による節水広報(行橋市) 

(出典：市報ゆくはし 令和元年 7 月 1 日発行) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-8(4) 広報誌による節水広報(行橋市) 

(出典：市報ゆくはし 令和元年 8 月 15 日発行) 
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資料 2.4-8(5) 広報誌による節水広報(行橋市) 

(出典：市報ゆくはし 令和元年 9 月 1 日発行) 
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資料 2.4-9(1) 広報誌による節水広報(苅田町) 

(出典：広報かんだ 2019.6.25 号) 
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資料 2.4-9(2) 広報誌による節水広報(苅田町) 

(出典：広報かんだ 2019.7.25 号) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2.4-9(3) 広報誌による節水広報(苅田町) 

(出典：広報かんだ 2019.8.25 号) 
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4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
行橋市 ・ 新たな水源の確保 

・ 配水区域ブロック化 
苅田町 ・ 新たな水源の確保 

・ 広域連携の可能性を検討している 
『水道事業の広域連携に係る基礎調査業務委託』 

(北九州市，行橋市，苅田町にて多様な連携方策について

「水道広域化推進プラン策定マニュアル」に沿って検討) 
 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
行橋市 ・ 給水車等の応急給水資材不足 

・ 各関係機関との調整(水利組合・医療機関) 
苅田町 ・ 主要な水源である油木ダムは，特に灌漑期に貯水率が低

下し，灌漑用水の利用も重なり水源が不安定となるた

め，毎年渇水の危機意識を抱いており苦慮している。 
 

6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
行橋市 
苅田町 

・ 渇水対策マニュアル策定 
・ 渇水対策本部設置に関する規程等の整備 
・ 非常配備体制表作成 
・ 関係機関連絡先リスト作成 
・ 指揮命令・連絡調整系統図作成 
・ 水源に関する資料作成 
・ 給水量等に関する資料作成 
・ 既往の渇水事例調書作成(行橋市のみ) 
・ 配管図作成 
・ 資機材及び車両リスト作成 
・ 広報活動に関する資料作成 
・ 渇水対策シミュレーション(行橋市のみ) 

 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 「福岡県主要ダム貯水状況」福岡県 HP 

 「令和元年 渇水の記録」福岡県 HP 

 「市報ゆくはし」行橋市 HP 

 「広報かんだ」苅田町 HP 
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2.4.6  山神水道企業団における送水制限 

 

No.6 平成 31(2019)年 山神水道企業団における送水制限 

主要水源名 山神ダム 

関係都道府県 福岡県 

最も影響の 

あった市区町村 
福岡県筑紫野市 

取水制限 － 

給水制限 (送水制限)平成 31 年 1 月 11 日～令和元年 7 月 18 日   189 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

筑紫野市，太宰府市，三井水道企業団(小郡市，久留米市の一部，大刀洗町に給水)

の 2 市 1 企業団で構成される山神水道企業団は，水源である県営山神ダムの貯水率が

低下したことにより，平成 31 年 1 月 11 日から 20%の送水制限を開始した。さらに，

同ダムの貯水率が 35%を下回る見込みとなったことから，令和元年 5 月 22 日には送

水制限を 35%に強化した。 

その後，山神ダムの貯水率が 7 月 19 日に 90%を超え回復したことから送水制限を

解除した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

福岡県 山神水道 
企業団 

山神ダム H31/1/11～R1/5/21 送水制限 20% 

R1/5/22～R1/7/18 送水制限 35% 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-16 山神ダムと山神水道企業団の供給地域 

(出典：山神水道企業団 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-17 山神水道企業団の構成団体 

(出典：山神水道企業団 HP) 

  



 

 - 84 -

1.4 主要な水源の状況 

 

表 2.4-3 福岡県主要ダム貯水状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(出典：令和元年度 渇水の記録(福岡県)) 
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2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

名称 山神水道企業団渇水対策連絡協議会 
構成メンバー 筑紫野市 

太宰府市 
三井水道企業団 
山神水道企業団 

開催状況及び 
渇水調整方法 

H30/12/6 
  会議事項:山神ダム貯水率 50%以下で送水制限 20%を決定 
     ※貯水率:69.7% (山神ダム) 
H31/4/25 

会議事項:送水制限がどの程度まで可能であるかの確認 
※貯水率:44.1% (山神ダム) 

R1/5/8  
会議事項:山神ダム貯水率 35%以下で送水制限 35%を決定 

※貯水率:45.8% (山神ダム) 
R1/5/21 

会議事項：送水制限 35%の準備状況の確認 
※貯水率:38.6% (山神ダム) 

設置要項等 山神水道企業団渇水対策連絡協議会設置要綱 
 

3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 福岡県 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容 ダム貯水率 

山神水道 
企業団 

H30/12/6 山神ダム貯水率 50%以下で送水制限 20%を決定 69.7% 
H31/4/25 山神水道企業団渇水対策連絡協議会 

・ 送水制限がどの程度まで可能であるかの確認 
44.1% 

R1/5/8 山神水道企業団渇水対策連絡協議会 
・ 山神ダム貯水率 35%以下で送水制限 35%を

決定 

45.8% 

R1/5/21 山神水道企業団渇水対策連絡協議会 
・ 送水制限 35%の準備状況の確認 

38.6% 

 

(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

山神水道企業団 H31/1/11～R1/5/21 ・ 送水制限 20% 
R1/5/22～R1/7/18 ・ 送水制限 35% 
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(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

山神水道企業団 ・ 住民生活への影響はなし 

 

(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

山神水道企業団 ・ 特になし 
 

(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

山神水道企業団 ・ ホームページでの呼びかけ 
・ 懸垂幕の揚出 
・ のぼり旗の設置 

 

4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
山神水道企業団 ・ 河川管理者へダム放流量の調整を早くお願いする 

・ 構成団体へ貯水率の今後の見込みを早めに情報提供する 
 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
山神水道企業団 ・ 河川管理者(ダム管理者)及び水利組合との協議による山

神ダム放流利水調整(田植え時期) 
 

6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
山神水道企業団 ・ 渇水対策本部設置に関する規程等の整備 

・ 関係機関連絡先リスト作成 
・ 水源に関する資料作成 
・ 給水量等に関する資料作成 
・ 既往の渇水事例調書作成 

 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 「令和元年 渇水の記録」 福岡県 HP 

 「供給水量と構成団体」，「権利水量と供給地域」 山神水道企業団 HP 
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3. 水資源開発施設に関する現状等の分析 

3.1  検討の背景 

我が国の人口減少はすでに顕在化しており，水道用水の需要は今までのように増加傾

向を想定できなくなっている。また，近年，大規模水害が頻発しており，既存ダムの利

水容量を治水目的に活用する動きもある。本章における現状等の分析は，人口減少の影

響を比較的認めやすい全国の水資源開発水系以外の一級河川における水資源開発施設の

水道用水目的の利用状況と，当該水系の治水必要量との関係をつきあわせることで，水

道事業者の所有する水資源開発施設の今後の有効利用の考え方の一助とすることを目的

とする。 

以下には，指針となるべき文献等がいくつか出てきているので，これらを本検討の背

景の参考として以下に示す。 
 

3.1.1  人口減少社会 

厚生労働省水道行政のホームページには次のように記されている。 
日本の人口変動や節水機器の普及等による家庭での一人当たりの使用水量の減少によ

り，図 3.1-1に示すように有収水量は平成 12 年(2000 年)をピークに減少しており，50
年後(2065 年)にはピーク時より約 4 割減少すると推計されている 1)。 

水道事業は，原則水道料金で運営(独立採算制)されているが，人口減少に伴い料金収入

も減少し，水道事業の経営状況は厳しくなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1-1 有収水量の将来推計 
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3.1.2  ダム貯水池の水道用水容量の役割に関する今後の見通し 

浜口(2017)の「これからの成熟社会を支えるダム貯水池の課題と提言(委員会報告)」に

は，次のように記されている。 

“ダム貯水池との関係で水道事業者の取り得る方策としていくつか考えられる。ダム

貯水池に設定されている利水容量をそのまま維持する場合は，補給必要量が減少するこ

とに応じて当初の計画よりもより厳しい渇水時において安定供給が可能になる。また，

その利水容量の一部を他目的に使いたいという要請がある場合ため，他目的への転用も

考えられる 2)。” 
 

3.1.3  既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針 

記録的豪雨災害となった令和元年の台風第 19 号や平成 30 年 7 月豪雨等を踏まえ，水

害の激甚化，治水対策の緊要性，ダム整備の地理的な制約等を勘案し，緊急時において

既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用できるよう，関係省庁の密接な連携の

下，速やかに必要な措置を講じることとした既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基

本方針が令和元年 12 月 12 日に「既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議 3)」で

定められている 4)。 

令和 2 年度にはほとんどの一級河川における多目的ダムにおいて治水協定の締結等が

なされ，利水者等の協力の下，利水容量を事前放流などにより洪水調節機能の強化に使

うことが可能となった。 
 

3.2  ダムを水源とする水道事業の今後の考え方 

長期見通しにおいて水需要の減少が見込まれるため，ダム容量や他の水源の未利用が

増加する傾向にある水道事業者等にあっては，経営の健全化のためにダウンサイジン

グ，転用，廃止等を検討することが考えられる。一方で治水容量はまだまだ不足してい

る河川が顕在化している。このため，本章では，一級河川に位置するダムで未利用が見

込まれる水道事業者を調査し，河川整備基本方針における治水容量の開発状況と比較す

ることを基本に，水道事業者等のダム容量を有効利用する考えの一助となるよう整理す

る。 
 

3.2.1  ダム容量に未利用が見込まれる水道事業の状況（約 60 水系，約 90事業体） 

水道用水のダム開発水量については，図 3.2-1に示すように，平成 23 年度から平成

30 年度の間にわずかながら 0～1.0m3/s の範囲で増加傾向である。 

ここに図 3.2-1は，水道事業者等に対して平成 30 年度に厚労省水道課のアンケート調

査により得られたダム開発水量から，(公社)日本水道協会発行による水道統計(以下，

「水道統計」という)に記載の水利権の差分より未利用があるとみられるものから，水資
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源開発水系に水源を確保するものを除き，90 事業体程度抽出し，さらに作図時に使用水

量がゼロか不明であるものを除き，残った 70 事業体のデータを用いている。また，個々

の水道事業者等に各年度の数値がひとつあるのでそのまま示せば散布図になるが，全国

の水道事業者等の値の変化を視覚的にわかりやすくするため，数値の大きい順に並べ，

折線で作図した。全国の水資源開発水系以外のダム開発水量の未利用を俯瞰するには，

増減の傾向を考察する上では問題ないものと考えている。 

次に，図 3.2-2に同じ水道事業者等における計画一日最大取水量の変化を示す。この

0～6.0m3/s 拡大図より，計画一日最大取水量は平成 23 年度から平成 30 年度にかけて，

1.0～6.0m3/s の範囲および 0～0.5m3/s の範囲で減少しており，0.5～1.0m3/s の範囲のみ

開発水量と同傾向で増加している。 

ここに図 3.2-2は，水道統計のデータを引用しており，水源がダムと同じ川筋の自流

を合算している場合や未記入もあるため，正確にダム開発水量と対比することはできな

い。しかし，データのある事業体数は 70 以上あることから，増減の傾向については分析

できるものと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-1 水道用水容量を有するダムの水道事業者等別開発水量の変化 

(水道事業体等毎の数値をつなぐ折線図，H30 厚労省調べより未利用のある事業を抽出) 
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図 3.2-2 ダム容量を有する水道事業者等の計画一日最大取水量の変化 

(水道事業体等毎の数値をつなぐ折線図，H30 厚労省調べより未利用のある事業を抽出) 
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図 3.2-2からは，ダムを水源とする計画一日最大取水量にあっては，水資源開発水系

は除いた上での分析となるが，全国的な増加傾向が見られなくなっていることが分か

る。このデータだけで今後の長期的な推計に評価を加えるものではないが，過去 10 年程

度の傾向から，今後の人口減少社会で生じる水需要の減少が一部始まりつつある状況に

なっていることが推察される。 
 

3.2.2  未利用水の有効利用に関する参考事例 

図 3.2-1と図 3.2-2の差分は，ダム開発水量に対する計画一日最大取水量を差し引い

た残余であるため，未利用水となっているダム開発水量(以下，「未利用水」という)と見

なすことができる。この未利用水の分布を分析すると，一水道事業者等で大きくまとま

っている例は少なく，小さく分散している傾向にある。この後，未利用水の大きな方が

長期見通しを示しやすいと考えられるため，開発水量が概ね 1.0m3/s となる未利用水のあ

る上位 19 事業体についてホームページ等の公表資料を調査した。19 事業体の資料は参

考資料１にリスト化した。これら文献と河川整備基本方針における治水容量の不足のあ

る水系であるかどうかを一つの目安として事例調査対象を絞り込むこととした。 

具体的には，以下の場合に該当する水道事業者等を除く作業を行った。その結果，表 

3.2-1の 4 事例が残った。 
 

① 現時点で水系内に治水容量の確保を含む新規開発事業が存在している場合 
② 発電管路を通して水道用水を導水するなど，水道用水の取水量が減じると減電と

なることや，水道用水容量を治水容量へ転用した場合に洪水期に貯水位を下げる

こととなることで減電となる規模が大きいと推定された場合 
③ 水系に残りの治水必要容量がなく，ダム容量が自流の安定取水に寄与している場

合 
 

表 3.2-1 参考事例とする 4事例と治水必要容量の関係 

 
 
 
 
 
 
 

  

水系 河川 ダム名
治水容量

（千m3）
水道用水容量
（千m3）

水道事業体等
残りの治水必要
容量（千m3）

事業種類 ダム管理者 備考

信濃川 高瀬川 大町ダム 20,000 1,800 長野市等 251,000 水道事業者等 国土交通省 再編事業中

白石川 七ヶ宿ダム 35,000 49,100 宮城県 用水供給事業 国土交通省

摺上川 摺上川ダム 47,000 43,400 福島地方水道用水供給事業団 用水供給事業 国土交通省

大滝根川 三春ダム 28,000 3,600 郡山市等
３市１町の
水道事業者

国土交通省

40,390阿武隈川
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(1) 信濃川水系高瀬川大町ダム(長野市等) 

大町ダムの位置する信濃川水系図 5)を図 3.2-3 に示す。大町ダムは信濃川上流の犀

川に合流する高瀬川に位置する国土交通省北陸地方整備局直轄の多目的ダムである。 

信濃川は，治水基準点を犀川の合流する千曲川の立ヶ花に設定している。現在，そ

の治水基準点の洪水調節のための容量を大町ダム等に新たに確保し，立ヶ花地点のピ

ーク流量を 300m3/s カットする計画による再編事業が進行中であり，そのために大町

ダムの水道用水容量の一部を転用するものとしているのでここに事例紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-3 信濃川水系図 
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図 3.2-4 大町ダム貯水容量配分図および写真 6) 

 
大町ダムは，洪水調節，流水の正常な機能の維持，水道用水，発電のための多目的

ダムであり，昭和 61 年に完成し，管理期間は 33 年を経過している。今着目している

水道用水容量は，180 万 m3であり，治水容量は 2,000 万 m3である。 

大町ダム等の再編事業は，図 3.2-5 に示すように，上流の発電 2 ダムにも治水目的

の洪水調節容量を確保，さらに大町ダムの水道用水容量を 180 万 m3のうち 67 万 m3

を洪水調節容量へ転用するものである。 
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図 3.2-5 大町ダム等再編事業におけるダム容量の再編 7) 

 
大町ダムにおいては，洪水調節容量の増大に合わせ洪水調節方式を鍋底調節方式に

変更する計画であり，水道用水容量は治水容量へ振り替えられる。なお，本年度から

事業が建設段階となっており，具体的な振り替えにかかる手続きはこれから策定され

る。 
 

(2) 阿武隈川水系白石川七ヶ宿ダム(宮城県) 

七ヶ宿ダムの位置する阿武隈川水系図 8)を図 3.2-6 に示す。七ヶ宿ダムは阿武隈川

下流の白石川に位置する国土交通省東北地方整備局直轄の多目的ダムである。 
白石川が阿武隈川に合流するとすぐ下流の治水基準点の岩沼に至る。 

現在，その治水基準点の洪水調節は十分ではない。一方，阿武隈川は東北地方にお

ける複数の主要都市における主要な水源ともなっている。七ヶ宿ダムは宮城県による

仙南・仙塩広域水道の水道用水容量を有している。ここでは，七ヶ宿ダムの水道用水

供給機能の状況と宮城県の水道事業ビジョンにおける水源確保における長期見通しを

紹介する。 
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図 3.2-6 阿武隈川水系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-7 七ヶ宿ダム貯水池容量配分図 9) 
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図 3.2-8 七ヶ宿ダムの水道用水供給状況 10) 

 
図 3.2-7及び図 3.2-8に示すように，七ヶ宿ダムは，治水容量 3,500 万 m3，利水

容量 6,450 万 m3であり，利水容量が流水の正常な機能の維持，かんがい用水，水道

用水の目的に分かれる多目的ダムであり，今着目している水道用水容量は，利水容量

の約 76%の 4,910 万 m3である。また，平成 3 年に完成し，管理期間は 28 年を経過し

ている。 

七ヶ宿ダムの水道用水を需要者へ供給しているのは宮城県企業局である。宮城県企

業局は，平成 26 年 9 月発行の新水道ビジョンにおいて，資産の有効活用と適正管理

について次のように述べている。 

“長期人口減少社会の到来や節水型社会の進展により，受水市町村や受水事業所の

水需要の大幅な増加は望めず，当初計画との乖離も生じてくると見込まれるため，今

後，施設のダウンサイジング等による遊休資産の発生が予想されます。 
経営の健全化のためには，事業規模に応じた適正規模の資産の保持が必要であり，

今後の水需要の減少によっては，水道事業として確保しているダム使用権など水利用

についての権利のうち未利用分について，治水等の多目的転用も含め，関係者と有効

活用策を検討していくことも必要となってきます。 
(以下省略)11) (宮城県企業局新水道ビジョン平成 26 年 9 月，pp.41)” 

としており，将来，ダム使用水量の見直し検討が必要としている。 
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(3) 阿武隈川水系摺上川摺上川ダム(福島地方) 

摺上川ダムの位置する阿武隈川水系図(再掲)を図 3.2-9に示す。摺上川ダムは阿武

隈川白石川と流域境を接する南側の摺上川に位置する国土交通省東北地方整備局直轄

の多目的ダムで洪水調節，正常な流水機能の維持，かんがい，水道用水，工業用水，

発電に利用されている。 

摺上川ダムは平成 17 年度完成と比較的新しいダムで，摺上川および阿武隈川本川

の治水基準点の洪水調節を担っているとともに，福島市や二本松市など三市三町の水

道用水の水源となっており，水道用水の本格供給は平成 19 年度からである。このよ

うにダムを水源とする水道用水の安定供給が 10 年あまりしか経過しておらず，未利

用水の位置づけは古くからある水源とは異なってくると考えられる。ここでは，福島

地方水道用水供給事業の概要と福島市の水道事業ビジョンにおける水源確保における

長期見通しを紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-9 阿武隈川水系図(再掲) 
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図 3.2-10に示すように，摺上川ダムは，治水容量 4,700 万 m3，利水容量 10,100
万 m3であり，利水容量は，流水の正常な機能の維持，かんがい用水，水道用水，工

業用水の目的に分かれる多目的ダムであり，水道用水容量は，4,340 万 m3である。ま

た，平成 17 年に完成し，管理期間は 15 年を経過している。 

摺上川ダムの水道用水を需要者へ供給しているのは福島市が代表をになう福島地方

水道用水供給事業団である。事業団ホームページの事業の概要から用水供給の経緯を

抜粋し，次に福島市水道の平成 27 年 11 月発行の水道事業ビジョンから資産の有効活

用と適正管理についての記述を紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-10 摺上川ダム貯水池容量配分図 12) 

 
“福島県の県北地域は，東北地方有数の河川，阿武隈川(長さ 239 キロメートル，流

域面積 5400 平方キロメートル)が流れているにもかかわらず，本県の中心部を流れる

都市河川のため水質悪化と渇水に悩まされてきました。また，地下水は都市化の進展

により雨水の浸透率が減少し枯渇傾向にあります。そのため，水源確保はきわめて難

しい状況となっていました(途中略)。 
福島地方水道用水供給企業団は，県北地方 1 市 11 町(現在 3 市 3 町)へ，計画一日最

大 149,920 立方メートル(最終計画 231,570 立方メートル)を供給する事業で，水の効

率的な利用及び施設の合理的建設と管理運営を図るため，昭和 60 年 10 月に設立され

ました。昭和 61 年 6 月に水道用水供給事業の経営認可を得て，浄水場建設をはじめ

導水トンネル，送水管などの施設の建設を行ってきました。 
平成 14 年 10 月から暫定的に取水を開始し，浄水場及び送水施設の総合試運転を経

て，平成 15 年 4 月には，水道用水の一部供給を開始しました。 
成 17 年度にはダムの完成と時期を同じく企業団の創設事業も全て完了し，平成 19

年 4 月より本格供給を開始したものです 13)。” 
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以上のように平成 14 年度より徐々に水道用水供給量を増加させてきていることが

伺えるが，需要増への対応のみならず安定した水源への転換も意識していることがう

かがえる。 
次に，福島市水道局は水道事業ビジョンにおいて次のように記している。 

“水需要の確実な減少に伴う料金収入の減収と施設の更新費用などの増大により，

厳しい財政状況が見込まれるなか，中長期的な視点に立った「水道事業経営計画」を

策定し，戦略的な経営を推進するとともに，環境の変化に対応した事務事業の見直し

を行い，経営の効率化と透明性の向上を図り，経営基盤の強化に努めます。また，福

島地方水道用水供給企業団からの本格受水以降，廃止された水源地や加圧ポンプ所な

どの遊休資産については，引き続き財政状況を見極めながら計画的に解体撤去を進

め，売却処分や貸付など，その資産の特性(規模や地理条件等)に応じた最も効果的な

手法による適正な資産管理の推進により，さらなる経営基盤の強化に努めます 14)。” 

以上のことから，現在は摺上川ダムにおいて安定的な水源を確保して引き替えに遊

休資産となっている施設の財産整理を進めていることが分かる。平成 14 年度に整備

された浄水施設等を活用していく計画を踏まえれば，摺上川ダムの未利用分は今後も

他の水源の統廃合の引き当て水源になることも考えられる。 
 

(4) 阿武隈川水系大滝根川三春ダム(郡山市等) 

三春ダムの位置する阿武隈川水系図を図 3.2-11に示す。三春ダムは，阿武隈川上流

の大滝根川に位置し，ダム下流では福島県の主要都市のひとつである郡山市において

阿武隈川本川に合流する国土交通省東北地方整備局直轄の多目的ダムで洪水調節，正

常な流水機能の維持，かんがい，水道用水，工業用水に利用されている。 

三春ダムは治水目的においては，阿武隈川上流の治水基準点福島地点とダム下流の

洪水調節の役割をもち，過去 4 回も特別防災操作による洪水流入のピーク時の全量貯

留(全量カット)を行った実績がある。また，水道用水目的では，郡山市を主とする三

市一町の水道用水の水源として安定供給をしている。ここでは，郡山市水道に着目し

て，水道用水の主要水源についてと三春ダムにおける特別防災操作を紹介し，ダム容

量の転用の可能性について考察する。 
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図 3.2-11 阿武隈川水系図 15) 

 
図 3.2-12に示すように，三春ダムは，治水容量 2,800 万 m3，利水容量 800 万 m3

であり，利水容量は，流水の正常な機能の維持，かんがい用水，水道用水，工業用水

の目的に分かれる多目的ダムであり，今，着目している水道用水容量は，360 万 m3で

ある。また，平成 9 年に完成し，管理期間は 22 年を経過している。 
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図 3.2-12 三春ダム貯水池容量配分図 12) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-13 三春ダム利水系統図 16) 

 
三春ダムの水道用水は，郡山市が日最大 1.01m3/s の取水を可能としており，図 

3.2-13 に示すダムから直接取水する上水道 1.217m3/s の大部分を占めることが分か

る。また，郡山市は，明治 45 年から阿賀野川水系猪苗代湖を主要な水源として水道

用水を確保しており，直近の第 8 次事業(令和 7 年まで)においても猪苗代湖からの取

水施設を整備する内容となっている。取水量は，現在 1.381m3/s 可能としており 17)，

三春ダムの開発水量より大きい。 

この第 8 次事業により，郡山市は，市中央を南から北へ流下する阿武隈川より西側

の給水区域に対しては猪苗代湖から導水し，阿武隈川より東側には三春ダムより取水

することで自然流下を主体とする配水への転換，動力費削減などの計画を進めている

17)。 
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また，実態として異なる水系に主要な水源を確保しているため，渇水時のリスク分

散もできていると推察される。 
なお，図 3.2-14に事例を示すように，三春ダムは，計画規模に満たない中小洪水

を全量カットすることで，阿武隈川本川の大滝根川合流後にある阿久津地点において

効果的な洪水調節とする特徴的な特別防災操作要領を定めている。 
したがって，将来，水道用水容量が余剰するということであれば，量は小さいにし

ても，洪水規模にかかわらず全量カットするという特別防災操作においては少しでも

治水容量が大きい方が効果を発揮することから治水転用することも有効考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-14 三春ダムの平成 29年 10 月 23 日(台風 21 号)時に実施した特別防災操作 16) 

 

3.3  まとめと今後の課題 

3.3.1  まとめと考察 

現状，ダム容量の未利用が一定量認められる水道事業を調べたところ，水道用水容

量を治水容量へ転用する取り組みを進めているのは１件，大町ダムのみであった。こ

の事例の振り替え容量は 67 万 m3を予定している。 

本事例は上流の発電専用の２ダムに 1,200 万 m3の治水容量を確保する計画に加

え，大町ダムの水道用水容量 67 万 m3を転用するもので，治水開発容量からすれば

10%未満の量であっても複数ダムの利水容量を合わせた総合的な運用の必要から小さ

な水道用水容量でも転用され得ることを示した。 

その他事例では具体的な動きはないものの，管理期間が 28 年の七ヶ宿ダムや 22 年

の三春ダムの水道用水容量においては水需要の落ち着きとともに水源としての役割も

縮小傾向となり，特に多数の水源を分散して確保している宮城県においては，未利用

量を治水容量へ転用することも検討していることがうかがわれた。 

また，管理期間が 15 年の摺上川ダムでは，ダムを水源とする水道用水を本格供給

するまでに管理開始後 2 年を要しており，現状においても水源をダムに統合していく

動きを継続しており，未利用を転用するような段階にはないと推察された。 
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最後に，阿武隈川を俯瞰すると郡山市，福島市を流下する治水上も重要な河川なが

ら国交省直轄ダムが３箇所であり治水容量も大きく不足している。さらに，ただ一つ

上流に位置する三春ダムでは全国にも例が無いと思われる全量カットを行う特別防災

操作要領を定めている。このような治水目的の重要性が認められる状況のダムにあれ

ば，利水容量から治水容量への転用を行う動機があれば，具体的な動きに進展するの

ではないかと推察される。 
 

3.3.2  今後の課題 

今後の課題として，さらに 10 年程度経過するとダムを水源とする水道事業の運

用，その他の水源の再編等が落ち着き，人口減少社会の地域毎の傾向もさらに鮮明に

なってくる可能性が高いため，特に地方主要都市にあってはダムに確保している水道

用水容量を維持すべきか，転用や廃止・縮小すべきか具体的に検討する必要が増して

くると思われる。このため，改めて全国の動向を調べて水道事業者等の情報共有に資

することが考えられる。 

また，水資源開発水系や近傍を含む大都市圏については，未だ水資源開発の事案も

あることから今回調査しなかったが，治水容量を増加することによる経済効果はより

大きい地域であることから，将来の動向を踏まえて，水道用水容量から治水容量への

転用が経営の合理化を図る上で有用とする水道事業者等の動きがあればフォローして

いくことが考えられる。 

なお，本章では水道用水と治水の関係を中心に分析，考察を進めたが，一方で，地

域内の水道事業者において，地下水の枯渇など既存水源からの取水が安定して行えな

い等の課題がある場合は，引き続き未利用水を水源の統廃合の際に活用していくこと

も考えられる。また，国土審議会の答申「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資

源開発基本計画のあり方について」(平成 29 年 5 月)にもあるように，水需給バランス

の確保に加えて，地震等の大規模災害，水インフラの老朽化に伴う大規模な事故，危

機的な渇水等発生頻度は低いものの水供給に影響の大きいリスクに対しても最低限必

要な水を確保することについても考慮することも重要である。このため，水需要への

対応だけでなく，水道事業者ごとに適切なリスクを設定し，必要な水源量を確保して

いくことも検討していく必要がある。 

また，こうした検討を行うに当たっては，日頃から各地のダム管理者が実施するダ

ム再生事業や改修事業，水道事業者等の水源保有の考え方や用途間転用を含むダム容

量の利活用に関する情報をについて，情報収集し知見を蓄積しておくことも有効であ

る。なお，巻末の参考資料 2に本調査で収集した資料を掲載する。 
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令和２年度 

「水資源開発施設の有効利用等に関する調査一式」報告書（概要版） 

1. 業務の概要 

1.1  目的 

これまで，水道は，年々増加する一般の需要を満たすため，精力的な施設整備により

拡張を続けてきた。現在では，水に対する国民の意識のさらなる高まりを背景にして，

安定給水に加え，安全でおいしい水の供給や災害時の水供給機能の向上，気候変動リス

クへの対応等が強く望まれているところである。一方で，老朽化施設の更新需要に着実

に対応する必要にも迫られており，各水道事業体は，給水人口や給水量の減少も視野に

入れて，今後，様々な施策を講じなければならない。 

資源開発基本計画に関しては，国土審議会より「リスク管理型の水の安定供給に向け

た水資源開発基本計画のあり方について」(平成 29 年 5 月)の答申を受け，これまでの

「需要主導型」から「リスク管理型」へと抜本的な水資源政策の転換が提示された。答

申では，危機的な渇水等の危機時に備えて，被害を最小限に抑えるための事前対策，低

炭素社会に向けた取組の推進なども示されている。 

一方で，令和元年に決定された「既存ダムの洪水調節機能に向けた基本方針」におい

て，基準降水量以上の記録的豪雨時には，ダムの治水容量だけでなく，利水容量も活用

して事前放流を実施する取り組みが示されている。 

以上を踏まえて，今後の水資源の有効利用等を具体的に検討する際の資料とするた

め，令和元年度に発生した渇水の対応状況や全国の水資源開発施設の現状を整理すると

ともに，事例を用いてダムの利水容量と治水に求められる容量等について分析し，今後

の水源保有のあり方等について考察を行うことを目的とする。 

 

1.2  業務内容 

1.2.1  令和元年度に発生した渇水の対応状況調査 

令和元年度に発生した渇水について，インターネットなどによる資料収集及び文献調

査などを実施し，渇水状況とその対応状況について整理する。調査を行うにあたり，都

道府県等に渇水時の対応状況などについて聞き取り調査を実施するために，調査票を作

成し，アンケート調査を実施する。 

以上の成果に基づき令和元年度に発生した渇水の対応状況資料集を作成する。 

 

1.2.1  水資源開発施設に関する現状等の分析 

厚生労働省が平成 22 年度に実施した全国の水資源開発水系以外を基本とする約 60 水

系における主要な約 90 水道事業者等が開発水量等を有する水資源開発施設の開発水量，
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水利権量，実績水量といった基礎データ調査について，統計やホームページ等を参照

し，時点更新を行うとともに変化について考察する。 

 

2. 令和元年度に発生した渇水の対応状況調査 

2.1  文献調査 

2.2 に示す聞き取り調査に先立ち，令和元年度に発生した渇水について，インターネッ

トなどによる資料収集及び文献調査などを実施し，渇水状況とその対応状況について整

理を行った。収集整理した文献及び情報は，表 1 のとおりである。 

 

表 1 収集整理した文献及び情報 

 
○水資源機構 
・「令和元事業年度業務実績報告書」 
 
○河川管理者等資料 
・国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「重信川水系河川整備計画」 
・国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「石手川渇水調整協議会(第 1 回）資料」

(令和元年 6 月 27 日記者発表) 
・国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「石手川の渇水調整について」(令和元年

6 月 28 日記者発表) 
・国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所「節水へのご協力ありがとうございまし

た」(令和元年 7 月 19 日記者発表) 
 
○地方公共団体，水道事業者等資料 
・小笠原村「村民だより」 
・松山市「渇水の記録(令和元年度）」 
・松山市「水源状況・雨量と給水量」 
・松山市「令和元年度第 1 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」(令和元年 5
月 23 日) 
・松山市「令和元年度第 2 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」(令和元年 5
月 31 日) 
・松山市「渇水対応を継続します」(令和元年 6 月 28 日) 
・松山市「渇水対応を中止します」(令和元年 7 月 19 日) 
・福岡県「福岡県主要ダム貯水状況」 
・福岡県「令和元年 渇水の記録」 
・行橋市「市報ゆくはし」 
・苅田町「広報かんだ」 
・山神水道企業団「供給水量と構成団体」，「権利水量と供給地域」 
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2.2  聞き取り調査 

2.2.1  調査方法 

調査対象である渇水時に生じた住民生活への影響や水道事業者等における対応状況等

を調査するために，都道府県水道行政部局に対して，厚生労働省から調査票を送付し，

聞き取り調査を行った。 

聞き取り調査の概要は，次のとおりである。 

 令和 3 年 1 月 5 日～1 月 27 日 

 調査票の発送：4 都県(青森県，東京都，愛媛県，福岡県) 

 

2.2.2  調査結果及び考察 

各都府県からの回答及び収集した資料内容に基づき，調査を取りまとめた。なお，表 

3 に示す 6 事例を整理した。 

本調査で対象とした 6 事例について，表 2 のとおり，考察をまとめた。 

 

表 2 調査結果に関する考察 

 
○渇水の主な要因 
・少雨等に起因する水源量の減少によりものである。 

 
○渇水緩和策 
・住民への節水の呼びかけ，大口需要者への節水要請，予備水源の活用などの取組があっ

た。 
・(独)水資源機構との協定に基づく，可搬式浄水装置における給水支援及び同機構職員の派

遣要請といった取組や，水道用水供給事業者からの受水量増量の要請といった取組も行わ

れている。 

 
○住民生活への影響 
・公共上下水道施設(シャワー・トイレ)の使用禁止や給水制限に伴う給水圧の低下といった

事例があったが，住民生活への影響がなかった事例もあった。 

 
○広報事例 
・CATV による節水 PR，街頭ビジョンによる節水 PR，インターネット・HP，SNS，パン

フレット・リーフレットの配布，懸垂幕，公有車へのステッカーの添付，広報車・防災無

線による呼びかけが行われていた。 

 
○渇水対策後の改善・見直事項 
・新たな水源の確保，海水淡水化装置の使用に関する協定の締結，施設維持管理に関する人

材育成，貯水率等の早期の情報提供，配水区域のブロック化と回答した事例があった。 
○渇水における事前対策 

・ほとんどの事例で渇水対策本部設置に関する規程等の整備がされていた。また，水源施設

の整備や渇水対策シミュレーションを行っている事例もあった。 
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表 3 令和元年度における渇水の対応状況資料一覧 

事例番号 関係都道府県 対象事例 主な関係市町村・水道事業者等 

1 青森県 佐井村における渇水 佐井村 

2 東京都 小笠原村における渇水 小笠原村 

3 愛媛県 松山市における渇水 松山市 

4 愛媛県 西予市における渇水 西予市 

5 福岡県 行橋市を中心とする渇水 
行橋市 
苅田町 

6 福岡県 
山神水道企業団における 

送水制限 
山神水道企業団 

 
  



 - 巻末-5 - 

3. 令和元年度に発生した渇水の対応状況資料集 

各都府県からの回答及び収集した資料内容に基づき，令和元年度における渇水の対応

状況資料集を作成した。各事例の発生位置は図 1 とおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 対象渇水の位置 

※本資料集は厚生労働省が関係都府県等から収集した資料に基づき作成したものであり、当該渇水に

おいて発生した事象全てを網羅しているとは限らないことに留意する必要がある。 
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No.3 令和元(2019)年 松山市における渇水 

主要水源名 石手川ダム，浅井戸，伏流水 

関係都道府県 愛媛県 

最も影響の 

あった市区町村 
愛媛県松山市(影響人口:480,000 人) 

取水制限 令和元年 6 月 29 日～令和元年 7 月 19 日         21 日間 

給水制限 (減圧給水)令和元年 6 月 3 日～令和元年 7 月 19 日     47 日間 

 

1. 渇水の概要 

1.1 経緯 

松山市では，令和元年 5 月の降水量が少なく，市の水源の約半分を賄っている地下

水の水位は，農業用水の需要期と重なり平年値を大幅に下回る状況となっていた。水

源状況はさらに厳しさを増すことが想定されたため，5 月 24 日に松山市公営企業局渇

水対策委員会を開催し，市民への節水目標の提示など渇水対応を開始した。しかし，

その後も降雨に恵まれず，地下水水位が低下したため，6 月 3 日からは給水制限(減圧

給水)を実施することとなった。 

重信川水系石手川の石手川ダムについても貯水率が平年値を下回り，6 月 28 日に開

催された石手川ダム渇水調整協議会において，上水道 5%等の取水制限を決定し，翌

29 日から開始した。 

その後梅雨前線などの影響でダム貯水率が回復したため，7 月 19 日に取水制限及び

減圧給水を含む渇水対応を終了した。 

 

1.2 影響のあった水道事業者等 

都道府県 事業者名 水源名 影響を受けた内容 

愛媛県 松山市 石手川ダム，浅井戸，

伏流水 

R1/6/29～R1/7/19 取水制限 5% 

R1/6/3～R1/7/19 減圧給水 25% 
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1.3 主要な水源位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 重信川水系流域図 

(出典：国土交通省四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 重信川水系河川整備計画) 
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1.4 主要な水源の状況 

表 4 平成 31 年 4 月～令和元年 7 月の降水量 

 

 

 

 

 
(出典：出典:松山市 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 石手川ダム貯水率の変化(H6 年度，R1 年度，R2 年度)2021 年 2 月 12 日現在 

(出典：出典:松山市 HP) 

 

  
資料 1 石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料 

(出典:国土交通省 四国地方整備局 HP) 
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図 4 南高井観測井の水位(H6 年度，R1 年度，R2 年度)2021 年 2 月 12 日現在 

(出典：出典:松山市 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 天皇泉観測井の水位(H6 年度，R1 年度，R2 年度)2021 年 2 月 12 日現在 

(出典：出典:松山市 HP) 
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2. 渇水調整状況 

2.1 渇水調整組織 

名称 石手川渇水調整協議会 

構成メンバー (会長)国土交通省松山河川国道事務所長 
(副会長)愛媛県土木部河川港湾局河川課長 
(委員）愛媛県農林水産部農業振興局農地整備課長 

松山市総合政策部危機管理・水資源担当部長 
松山市公営企業管理者 
石手川筋分水協議会長 
石手川北部土地改良区理事長 
四国電力株式会社愛媛支店長 

開催状況及び 
渇水調整方法 

R1/6/28 第 1 回石手川渇水調整協議会 
合意事項:取水制限率を以下のとおりとする 

上水 5%，農水 22.2%，灌漑用水 10%， 
電気 有効貯留に協力 
6/29 0 時から実施 

※貯水率:75.2%(石手川ダム 6/28 午前 0 時時点) 
 
R1/7/19 第 2 回石手川渇水調整協議会 
 合意事項:7/18 からの降雨により，石手川ダムの貯水率が 100%ま

で回復したため，7/19 10 時をもって取水制限を解除 
 ※貯水率:100.0%(石手川ダム 7/19 午前 9 時時点) 
 

設置要項等 石手川渇水調整協議会規約 
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資料 2 石手川渇水調整協議会規約 

(出典：石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料(令和元年 6 月 27 日記者発表 国土交通省 四国地方整備局)) 
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3. 渇水対応状況 

3.1 水道事業者等における給水制限等の状況 

3.1.1 愛媛県 

(ア) 渇水対応の経過・状況 

事業者名 年月日 内容 天候・水源状況※ 

松山市 R1/5/24 第 1 回松山市公営企業局渇水対策委員会 
・ 市民への節水目標(1 人 1 日バケツ１

杯 10 リットル)を提示 
・ 公用車両などの側面に「節水」ステ

ッカーを貼付 
・ 車両による巡回放送 
・ ホームページによる情報発信 
・ 支所等の洗面所バルブの絞り込み 
・ 公用車両の洗車自粛 

水位 4.27ｍ 

R1/5/27 ・ 市役所庁舎案内板に水源状況の表示 
・ 市役所庁内放送(節水 PR) 
・ まつやまインフォメーションによる

節水 PR 映像の放映 
・ ストリートビジョンによる節水 PR

映像の放映 
・ SNS(フェイスブック，ツイッター)

による情報発信 

 

R1/6/3 第 2 回松山市公営企業局渇水対策委員会 
減圧給水(0.20Mpa→0.15Mpa) 
・ 大口使用者(200m3/月以上)への節水

依頼 
・ 防災行政無線による節水放送(車両

による巡回放送からの変更) 
・ CATV による節水 PR 映像の放映 

貯水率 90.4% 
水位 4.69m 

R1/6/13 － 水位 5.10m 
R1/6/15 － 降雨 70.5mm 
R1/6/18 

－ 水位２ｍ台に回復 

水位 2.86m 
R1/6/26 － 梅雨入り 

R1/6/28 第 1 回石手川渇水調整協議会 

・ 上水 5%，農水 22.2%，灌漑用水 10% 
R1/6/29 0:00～実施を決定 

貯水率 75.2% 
 

R1/6/29 ・ 取水制限 5%開始 貯水率 74.4% 
R1/7/13 － 降雨 34.5mm 
R1/7/14 － 貯水率 80.0% 
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R1/7/18 － 降雨 81.5mm 
R1/7/19 ・ 取水制限解除 

・ 減圧給水解除 
・ 渇水への対応を中止 

貯水率 90.7% 
水位 2.05m 

※貯水率：石手川ダム貯水率，水位:観測井水位(地表から地下水水面までの距離) 

 

(イ) 給水制限(減圧給水を含む)の状況 

事業者名 期間 対応 

松山市 R1/6/3～R1/7/19 ・ 減圧給水 25% 
R1/6/29～R1/7/19 ・ 取水制限 5% 

 

(ウ) 渇水による住民生活への影響 

事業者名 対応 

松山市 ・ 給水制限(減圧給水)に伴う給水圧の低下 

 

(エ) 影響緩和のために実施した主な対策 

事業者名 対応 

松山市 ・ 市民への節水依頼(1 人 1 日バケツ 1 杯 10 リットル) 

・ 大口使用者(200m3/月以上)への節水依頼 
 

(オ) 渇水時の広報事例 

事業者名 対応 

松山市 ・ 公用車両などの側面に「節水」ステッカーを貼付 
・ 公用車両による巡回放送 
・ 防災行政無線による節水放送 
・ 市役所庁舎内案内板に水源状況の表示 
・ 市役所庁内放送(節水 PR) 
・ ホームページによる情報発信 
・ 街頭ビジョンによる節水 PR 映像の放映 
・ SNS(フェイスブック，ツイッター)による情報発信 
・ CATV による節水 PR 映像の放映 
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資料 3 節水 PR 映像画面 

(出典：松山市公営企業局 提供資料) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 4  SNS による情報発信 

(出典：松山市公営企業局 提供資料) 

 

4. 渇水を受けて実施したその後の対策の改善・見直し事項 

事業者名 内容 
松山市 － 

 

5. 渇水対策を実施した際に困ったこと・苦労したこと 

事業者名 内容 
松山市 － 
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6. 渇水への事前対策の内容 

事業者名 内容 
松山市 ・ 渇水対策マニュアル策定 

・ 渇水対策本部設置に関する規程等の整備 
・ 非常配備体制表作成 
・ 関係機関連絡先リスト作成 
・ 指揮命令・連絡調整系統図作成 
・ 水源に関する資料作成 
・ 緊急水源に関する資料作成 
・ 給水量等に関する資料作成 
・ 既往の渇水事例調書作成 
・ 配管図作成 
・ 資機材及び車両リスト作成 
・ 広報活動に関する資料作成 
・ 情報連絡訓練の実施 
・ バルブ等の点検，給水制限訓練の実施 
・ 応急給水訓練の実施 
・ 渇水対応タイムライン作成 

 

7. 参考文献・ウェブサイト等 

 「重信川水系流域図」 国土交通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 重信

川水系河川整備計画 

 「石手川渇水調整協議会(第 1 回)資料」(令和元年 6 月 27 日記者発表) 国土交通省 

四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 

 「石手川の渇水調整について」(令和元年 6 月 28 日記者発表) 国土交通省 四国地

方整備局 松山河川国道事務所 HP 

 「節水へのご協力ありがとうございました」(令和元年７月 19 日記者発表) 国土交

通省 四国地方整備局 松山河川国道事務所 HP 

 「渇水の記録(令和元年度）」 松山市 HP 

 「水源状況・雨量と給水量」 松山市 HP 

 「令和元年度第 1 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」(令和元年 5 月

23 日)松山市 HP 

 「令和元年度第 2 回松山市公営企業局渇水対策委員会を開催します」(令和元年 5 月

31 日)松山市 HP 

 「渇水対応を継続します」(令和元年 6 月 28 日)松山市 HP 

 「渇水対応を中止します」(令和元年 7 月 19 日)松山市 HP 
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4. 水資源開発施設に関する現状等の分析 

4.1  まとめと今後の課題 

4.1.1  まとめと考察 

現状，ダム容量の未利用が一定量認められる水道事業を調べたところ，水道用水容

量を治水容量へ転用する取り組みを進めているのは１件，大町ダムのみであった。こ

の事例の振り替え容量は 67 万 m3を予定している。 

本事例は上流の発電専用の２ダムに 1,200 万 m3の治水容量を確保する計画に加

え，大町ダムの水道用水容量 67 万 m3を転用するもので，治水開発容量からすれば

10%未満の量であっても複数ダムの利水容量を合わせた総合的な運用の必要から小さ

な水道用水容量でも転用され得ることを示した。 

その他事例では具体的な動きはないものの，管理期間が 28 年の七ヶ宿ダムや 22 年

の三春ダムの水道用水容量においては水需要の落ち着きとともに水源としての役割も

縮小傾向となり，特に多数の水源を分散して確保している宮城県においては，未利用

量を治水容量へ転用することも検討していることがうかがわれた。 

また，管理期間が 15 年の摺上川ダムでは，ダムを水源とする水道用水を本格供給

するまでに管理開始後 2 年を要しており，現状においても水源をダムに統合していく

動きを継続しており，未利用を転用するような段階にはないと推察された。 

最後に，阿武隈川を俯瞰すると郡山市，福島市を流下する治水上も重要な河川なが

ら国交省直轄ダムが３箇所であり治水容量も大きく不足している。さらに，ただ一つ

上流に位置する三春ダムでは全国にも例が無いと思われる全量カットを行う特別防災

操作要領を定めている。このような治水目的の重要性が認められる状況のダムにあれ

ば，利水容量から治水容量への転用を行う動機があれば，具体的な動きに進展するの

ではないかと推察される。 

 

4.1.2  今後の課題 

今後の課題として，さらに 10 年程度経過するとダムを水源とする水道事業の運

用，その他の水源の再編等が落ち着き，人口減少社会の地域毎の傾向もさらに鮮明に

なってくる可能性が高いため，特に地方主要都市にあってはダムに確保している水道

用水容量を維持すべきか，転用や廃止・縮小すべきか具体的に検討する必要が増して

くると思われる。このため，改めて全国の動向を調べて水道事業者等の情報共有に資

することが考えられる。 

また，水資源開発水系や近傍を含む大都市圏については，未だ水資源開発の事案も

あることから今回調査しなかったが，治水容量を増加することによる経済効果はより

大きい地域であることから，将来の動向を踏まえて，水道用水容量から治水容量への
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転用が経営の合理化を図る上で有用とする水道事業者等の動きがあればフォローして

いくことが考えられる。 

なお，本章では水道用水と治水の関係を中心に分析，考察を進めたが，一方で，地

域内の水道事業者において，地下水の枯渇など既存水源からの取水が安定して行えな

い等の課題がある場合は，引き続き未利用水を水源の統廃合の際に活用していくこと

も考えられる。また，国土審議会の答申「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資

源開発基本計画のあり方について」(平成 29 年 5 月)にもあるように，水需給バランス

の確保に加えて，地震等の大規模災害，水インフラの老朽化に伴う大規模な事故，危

機的な渇水等発生頻度は低いものの水供給に影響の大きいリスクに対しても最低限必

要な水を確保することについても考慮することも重要である。このため，水需要への

対応だけでなく，水道事業者ごとに適切なリスクを設定し，必要な水源量を確保して

いくことも検討していく必要がある。 

また，こうした検討を行うに当たっては，日頃から各地のダム管理者が実施するダ

ム再生事業や改修事業，水道事業者等の水源保有の考え方や用途間転用を含むダム容

量の利活用に関する情報をについて，情報収集し知見を蓄積しておくことも有効であ

る。なお，巻末の参考資料 2 に本調査で収集した資料を掲載する。 
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最

上
川

水
系

寒
河

江
川

寒
河

江
ダ

ム

9

福
島

地
方

水
道

用
水

福
島

地
方

水
道

用
水

供
給

事
業

団

秋
田

市
水

道
秋

田
市

雄
物

川
水

系
玉

川
玉

川
ダ

ム

東
北

地
整

阿
武

隈
川

水
系

摺
上

川
摺

上
川

ダ
ム

-
-

福
島

市
水

道
福

島
市
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備
考

開
発

名
称

利
水

者
名

称
資

料
名

水
道

事
業

者
番

号

利
水

者

管
轄

水
系

河
川

名
ダ

ム
名

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

参
考

文
献

参
考

資
料

1
　

1
9
事

業
体

の
水

道
事

業
ビ

ジ
ョ

ン
と

河
川

整
備

基
本

方
針

に
か

か
る

公
表

資
料

リ
ス

ト

山
形

県
企

業
局

令
和

2
年

度
 
山

形
県

公
営

企
業

の
概

要
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
ya
m
a
g
a
t
a
.
j
p
/
d
o
c
u
m
e
n
t
s
/
5
1
4
5
/
r
2
k
o
u
e
i
k
i
g
y
o
u
_
g
a
i
y
o
.
p
d
f

山
形

県
水

道
用

水
供
給

事
業

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
y
a
m
a
g
a
t
a
.
j
p
/
do
c
u
m
e
n
t
s
/
5
1
4
3
/
1
8
0
3
y
a
m
a
g
a
t
a
k
e
n
_
k
i
g
y
o
u
k
y
o
k
u
_
s
e
n
r
y
a
k
u
0
3
.
p
d
f

山
形

県
山

形
県

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

平
成
3
0
年
3
月

-

国
土

交
通

省
信

濃
川

水
系

河
川

基
本

方
針

平
成
2
0
年
6
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
e
r
/
ba
s
i
c
_
i
n
f
o
/
j
i
g
y
o
_
k
e
i
k
a
k
u
/
g
a
i
y
o
u
/
s
e
i
b
i
/
p
d
f
/
s
h
i
n
a
n
o
g
a
w
a
3
5
-
1
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

信
濃

川
水

系
河

川
整

備
計

画
【

大
臣

管
理

区
間

】
平
成
2
6
年
1
月

(
令

和
元

年
8
月

変
更

)

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
s
h
i
na
g
e
/
s
h
i
n
a
n
o
-
p
l
a
n
/
p
l
a
n
/
p
d
f
/
2
0
1
9
0
8
2
8
h
e
n
k
o
u
/
h
o
n
b
u
n
.
p
d
f

信
濃
川
水
系
(
上
流
部
)
治
水
協
定

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
c
h
i
k
u
m
a
/
n
e
w
s/
k
i
s
h
a
/
p
d
f
/
r
2
0
5
2
9
s
h
i
n
a
n
o
g
a
w
a
s
u
i
k
e
i
_
z
y
o
u
r
y
u
b
u
_
c
h
i
s
u
i
k
y
o
u
t
e
i
.
p
d
f

大
町

ダ
ム

定
期

報
告

書
の

概
要

令
和

2
年
1
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
li
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
e
r
/
d
a
m
u
_
F
U
/
t
e
i
k
i
h
o
u
k
o
k
u
s
y
o
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

千
曲

川
河

川
事

務
所

 
大

町
ダ

ム
再
編

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
li
t
.
g
o
.
j
p
/
c
h
i
k
u
m
a
/
j
i
m
u
s
h
o
/
d
a
m
/
i
n
d
e
x
%
2
0
.
h
t
m
l

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

大
町

ダ
ム

等
再
編

事
業

 
説

明
資
料

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
e
r
/
s
h
i
n
n
g
i
k
a
i
_
b
l
o
g
/
s
h
a
s
ei
s
h
i
n
/
k
a
s
e
n
b
u
n
k
a
k
a
i
/
s
h
o
u
i
i
n
k
a
i
/
r
-
j
i
g
y
o
u
h
y
o
u
k
a
/
d
a
i
1
3
k
a
i
/
p
d
f
/
3
-
1
.
s
h
i
r
y
o
u
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

大
町

ダ
ム

等
再
編
事

業
 
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
li
t
.
g
o
.
j
p
/
c
h
i
k
u
m
a
/
j
i
m
u
s
h
o
/
d
a
m
/
i
m
g
s
/
R
2
d
a
m
s
a
i
h
e
n
.
p
d
f

大
町

ダ
ム

等
再

編
事

業
ダ

ム
事

業
の

新
規

事
業

採
択

時
評

価
説

明
資

料
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
e
r
/
s
h
i
n
n
g
i
k
a
i
_
b
l
o
g
/
s
h
a
s
e
i
s
h
i
n
/
k
a
s
e
n
b
u
n
k
a
k
a
i
/
s
h
o
u
i
i
n
k
a
i
/
r
-
j
i
g
y
o
u
h
y
o
u
k
a
/
d
a
i
0
5
k
a
i
/
s
i
r
y
o
u
2
.
p
d
f

-
-

長
野

市
水

道
長

野
市

長
野

市
上

下
水

道
局

長
野

市
水

道
ビ

ジ
ョ

ン
(
改

訂
版

)
世

代
か

ら
世

代
へ

安
心

を
引

き
継

ぐ
長

野
の

水
道

平
成

2
6
年

9
月

改
訂

-

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

手
取

川
水

系
河

川
基

本
方

針
平
成
1
5
年
1
0
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
k
a
na
z
a
w
a
/
m
b
2
_
j
i
g
y
o
/
r
i
v
e
r
/
p
l
a
n
/
p
_
p
d
f
/
a
l
l
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

手
取

川
水

系
河

川
整

備
計

画
【

大
臣

管
理

区
間

】
平
成
1
8
年
1
2
月

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
l
it
.
g
o
.
j
p
/
k
a
n
a
z
a
w
a
/
m
b
5
_
k
o
u
h
o
u
/
p
r
e
s
s
/
h
1
8
/
p
1
2
1
3
s
2
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

手
取

川
水

系
治

水
協

定
令

和
2
年

6
月

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
l
it
.
g
o
.
j
p
/
p
r
e
s
s
/
2
0
2
0
/
6
/
2
0
0
6
0
1
k
a
s
e
n
b
u
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
北

陸
地

方
整

備
局

手
取

川
ダ

ム
定

期
報

告
書

の
概

要
平
成
3
0
年
2
月

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
h
r
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
er
/
d
a
m
u
_
F
U
/
2
5
_
i
i
n
k
a
i
/
t
e
d
o
r
i
g
a
w
a
d
a
m
u
_
g
a
i
y
o
u
.
p
d
f

石
川

県
 
水

道
用

水
供

給
事

業
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
is
h
i
k
a
w
a
.
l
g
.
j
p
/
s
u
i
d
o
/
d
o
c
u
m
e
n
t
s
/
r
1
p
a
m
p
h
l
e
t
.
p
d
f

石
川

県
石

川
県

水
道

整
備

基
本

構
想

〔
第

4
次

〕
(
い

し
か

わ
水

道
ビ

ジ
ョ

ン
)

平
成
2
9
年
3
月

-

石
川

県
水

道
石

川
県

信
濃

川
水

系
高

瀬
川

大
町

ダ
ム

北
陸

地
整

北
陸

地
整

石
川

県
水

道
石

川
県

長
野

市
水

道
長

野
市

1
1

手
取

川
水

系
手

取
川

手
取

川
ダ

ム

1
2

-
-

村
山

広
域

水
道

山
形

県

-
-
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備
考

開
発

名
称

利
水

者
名

称
資

料
名

水
道

事
業

者
番

号

利
水

者

管
轄

水
系

河
川

名
ダ

ム
名

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

参
考

文
献

参
考

資
料

1
　

1
9
事

業
体

の
水

道
事

業
ビ

ジ
ョ

ン
と

河
川

整
備

基
本

方
針

に
か

か
る

公
表

資
料

リ
ス

ト

国
土

交
通

省
大

井
川

水
系

河
川

基
本

方
針

平
成
1
8
年
1
1
月

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
b
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
s
h
i
zu
k
a
w
a
/
0
5
_
j
i
g
y
o
u
/
0
4
_
p
r
e
s
s
/
d
a
t
a
/
h
1
8
1
1
0
1
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
中

部
地

方
整

備
局

大
井

川
水

系
河

川
整

備
計

画
平
成
2
3
年
1
0
月

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
b
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
s
h
i
zu
k
a
w
a
/
0
1
_
k
a
s
e
n
/
0
6
_
i
i
n
k
a
i
/
r
y
u
i
k
i
/
o
o
i
0
7
/
3
1
s
h
i
r
y
o
u
3
.
p
d
f

大
井
川
水
系
(
大
井
川
)
治
水
協
定

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
b
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
s
h
i
z
u
k
aw
a
/
/
0
1
_
k
a
s
e
n
/
1
2
_
k
y
o
u
g
i
k
a
i
/
d
a
m
k
a
n
r
i
_
o
o
i
/
p
d
f
/
0
0
/
k
y
o
u
t
e
i
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
中

部
地

方
整

備
局

長
島

ダ
ム

定
期
報

告
書

【
概

要
版

】
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
c
b
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
k
a
wa
t
o
m
i
z
u
/
d
a
m
_
f
o
l
l
o
w
u
p
/
p
d
f
/
h
2
8
_
n
a
g
a
s
h
i
m
a
-
t
e
i
k
i
.
p
d
f

-
-

大
井

川
広

域
水

道

静
岡

県
大

井
川

広
域

水
道

企
業

団

静
岡

県
大

井
川

広
域

水
道

企
業

団
地

域
水

道
ビ

ジ
ョ

ン
2
0
0
9

平
成
2
1
年
2
月

-

国
土

交
通

省
 
近

畿
地

方
整

備
局

紀
の

川
水

系
河

川
基

本
方

針
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
l
i
t
.
go
.
j
p
/
k
i
s
h
a
/
k
i
s
h
a
0
5
/
0
5
/
0
5
1
1
1
7
/
0
3
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
近

畿
地

方
整

備
局

紀
の

川
水

系
河

川
整

備
計

画
【

国
管

理
区

間
】

平
成

2
4
年

1
2
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
k
k
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
w
a
ka
y
a
m
a
/
s
e
i
b
i
k
e
i
k
a
k
u
/
p
d
f
/
k
i
n
o
k
a
w
a
_
s
e
i
b
i
k
e
i
k
a
k
u
.
p
d
f

紀
の

川
水

系
治

水
協

定
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
k
k
r
.
m
li
t
.
g
o
.
j
p
/
f
u
k
u
i
/
p
r
e
s
s
/
r
0
2
/
p
d
f
/
2
0
2
0
0
5
2
9
0
1
.
p
d
f

国
土

交
通

省
 
近

畿
地

方
整

備
局

大
滝

ダ
ム

定
期

報
告

書
(
案

)
【

概
要

版
】

平
成

2
9
年

1
2
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
k
k
r
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
ve
r
/
f
o
l
l
w
u
p
/
j
o
u
h
o
u
/
s
i
r
y
o
/
p
d
f
/
1
7
1
2
1
8
/
0
8
o
t
a
k
i
.
p
d
f

-
-

橋
本

市
水

道
橋

本
市

橋
本

市
上

下
水

道
橋

本
市

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

～
住

ん
で

よ
し

 
豊

か
な

自
然

 
水

も
よ

し
～

平
成
2
1
年
2
月

-

国
土

交
通

省
九

頭
竜

川
水

系
河

川
基

本
方

針
平
成
1
8
年
2
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
e
r
/
ba
s
i
c
_
i
n
f
o
/
j
i
g
y
o
_
k
e
i
k
a
k
u
/
g
a
i
y
o
u
/
s
e
i
b
i
/
k
u
z
u
r
y
u
_
i
n
d
e
x
.
h
t
m
l

国
土

交
通

省
 
近

畿
地

方
整

備
局

九
頭

竜
川

水
系

河
川

整
備

計
画

(
国

管
理

区
間

)
平

成
1
9
年

2
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
k
k
r
.
m
li
t
.
g
o
.
j
p
/
f
u
k
u
i
/
k
a
s
e
n
/
2
0
0
7
p
l
a
n
/
p
d
f
/
p
l
a
n
2
0
0
7
0
1
.
p
d
f

九
頭

竜
川

水
系

河
川

基
本

方
針

九
頭

竜
川

水
系

治
水

協
定

令
和

2
年

5
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
k
k
r
.
m
li
t
.
g
o
.
j
p
/
f
u
k
u
i
/
p
r
e
s
s
/
r
0
2
/
p
d
f
/
2
0
2
0
0
5
2
9
0
1
.
p
d
f

福
井

県
奥

越
土

木
事

務
所

笹
生

川
ダ

ム
(
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
)

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.
fu
k
u
i
.
l
g
.
j
p
/
d
o
c
/
k
a
s
e
n
/
f
u
k
u
i
d
a
m
_
d
/
f
i
l
/
s
a
s
o
u
-
p
a
n
f
.
p
d
f

-
-

福
井

市
水

道
福

井
市

福
井

市
企

業
局

福
井

市
水

道
ビ

ジ
ョ

ン
信

頼
に

応
え

る
水

づ
く

り
い

つ
ま

で
も

暮
ら

し
に

う
る

お
い

を

-

国
土

交
通

省
吉

井
川

水
系

河
川

基
本

方
針

平
成
2
1
年
3
月

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
l
i
t
.
g
o
.
j
p
/
r
i
v
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参 考 資 料 2 

(利水ダム耐震化およびダム再生事業の概要) 

P.2-1 松江市水道専用ダム 千本ダム堤体補強(耐震化)改修事業について 

P.2-2 兵庫県多目的ダム 引原ダム再生の取り組み 

P.2-7 「ダム再生ビジョン」の策定について(H31 国土交通省説明資料) 

P.2-15 令和 2 年度ダム再生事業(治水機能の増強) 

P.2-16 「ダム技術」現場報告目録(2018 年 1 月～2021 年 3 月) 
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